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■ 基本方針：平成 30 年度事業計画の基本方針です。 

 

■ 事業計画：平成 30 年度事業を「横浜市社協 長期ビジョン２０２５」の重点取組

及び「『横浜市社協 長期ビジョン２０２５』の実現に向けた中長期目

標及び中期計画書」に沿ってまとめています。 

 

 

 

 

重点取組１ 身近な地域での住民のつながり・支えあい活動の推進  
 

 

 

 

１－１ 身近な地域のつながり・支えあい活動推進事業の推進 《重点》 
 

 

 

（１）生活支援体制整備事業 

    【地域福祉課・施設管理担当】（市委託料）１５５，７４０千円［１５４，７４０千円］ 

地域ケアプラザ（市指定管理料）９８，４１３千円［９８，４１３千円］   

 

 

 

 

 

 

【担当部署名一覧】 

・総務部                 ・企画部 

  総務課                  企画課 

  財務課                  

・地域活動部               ・社会福祉部 

  地域福祉課                施設福祉課 

  市民活動支援課              施設管理担当 

・ウィリング    → ウィリング横浜 

・あんしんセンター → 横浜生活あんしんセンター  

・支援センター   → 障害者支援センター 
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事業計画の柱 
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掲載されている事業に表示 
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掲載されている事業 
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平平成成 3300 年年度度  横横浜浜市市社社会会福福祉祉協協議議会会  事事業業計計画画  

■ 基本方針                                   
 

■基本的な考え方 

横浜市において、高齢化が急速に進展する中、支援を必要とする高齢者、障害者、生活困窮者等が増加す

るとともに、子どもの貧困や社会的孤立といった新たな福祉課題・生活課題も生じており、福祉に対するニーズ

は多様化し増大しています。このような状況から、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、介護・医療・介護予防・生活支援・住まいが一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築

が進められています。 

また、国においても複合的な課題を抱える世帯等への支援にあたり、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」

「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超え

てつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目指

す方針が示されています。 
 

本会では、「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」という活動理念の実現に向け

て、会員組織としてのネットワークを生かした地域福祉保健活動を推進し、地域の助けあい活動などの共助の層

を厚くする取組を広げてきました。引き続き、地域包括ケアシステム構築の一翼を担うとともに、制度の狭間にあ

る問題を抱える人を受け止め、必要な支援につなげるとともに、住民同士で支えあえる地域づくりを進めていき

ます。 

30年度は、横浜市と一体的に策定した第３期横浜市地域福祉保健計画（平成26～30年度）の最終年度になり

ます。計画の柱立てに沿った取組を推進するとともに、次期計画に向けた評価を行います。 

また、第４期横浜市地域福祉保健計画（平成31年度～35年度）の策定にあわせ、成年後見制度の利用の促

進に関する法律に基づく成年後見制度利用促進基本計画を一体的に策定します。 
 

■平成30年度の取組 

１ 生活支援体制整備事業と身近な地域のつながり・支えあい活動の推進 
 

地域包括ケアシステムにおける生活支援体制整備事業の推進により、区社協と地域ケアプラザの生活

支援コーディネーターが中心となって、高齢者一人ひとりができることを大切にしながら暮らし続けら

れるために、多様な主体が連携・協力する地域づくりを進めます。 

世代や分野を超えた地域支援や、個別課題や困りごと等を住民とともに解決する身近な地域のつなが

り・支えあい活動推進事業の考え方に基づき、子どもの貧困、社会的孤立といった制度の狭間にある問

題を抱える人が深刻な状況になる前に気づき、見守り支えあえる地域づくりに取り組みます。 
 

２ 地域における権利擁護の充実  
 

市民の参画により身近な地域で被後見人等の後見活動を行う市民後見人の養成に向け、第４期横浜市市

民後見人養成課程を実施し、登録者数を増やすとともに成年後見人等の受任を一層促進します。また、選任

された市民後見人の安定的な活動に向けた支援を行います。 

判断能力が十分でない方への日常的な金銭管理サービスを行う権利擁護事業について、必要とする人に

支援が届くように各区社協あんしんセンターを中心に地域ケアプラザ等と連携し、拡充していきます。 

30年度は、横浜生活あんしんセンター開設20周年にあたります。これまでの取組や成果等の発表を通じて、

高齢者及び障害者の権利擁護について広く周知する機会とします。 
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３ 障害者支援事業の推進 
 

障害のある方が地域で安心して暮らし続けていくことができるよう本人の意向を尊重した支援を行う後見的

支援制度について、より一層の制度周知を行い、登録者の拡大や地域で見守るあんしんキーパーの開拓な

どに取り組むとともに、区社協や地域ケアプラザ等との連携を通して、「身近な見守り」体制づくりを進めます。 

あわせて、成年後見制度の利用に向けて適切な情報提供等を行い権利擁護の推進を図ります。 

４ 地域福祉保健活動の支援 
 

地域福祉保健活動へ資金的な支援を行う「よこはま ふれあい助成金」事業については、より分かりやすく

効果的な制度とするため、助成基準を市域で統一します。また、生活支援体制整備事業の推進により、新た

な活動の創出が期待される家事・生活支援活動や集いの場等への支援を進めます。 

地域の様々な取組を広く共有し、地域活動の活性化につなげていく機会として、第４回よこはま地域福祉フ

ォーラムを開催します。 

また、改正社会福祉法において社会福祉法人の責務とされた「地域における公益的な取組」が地域の状況

や課題をふまえた内容となるよう、社会福祉法に位置付けられた地域協議会を効果的に運営するとともに、区

社協と連携した法人支援を行います。 

５ 指定管理施設の受託運営 
 

施設の運営においては、引き続き、市民・利用者のニーズを的確に把握し、効果的・効率的な施設運営を

行います。 

福祉保健研修交流センターウィリング横浜では、少子・高齢社会の進展等により福祉サービスに対する需

要の増大・多様化が見込まれることから、福祉分野における人材の確保・定着・育成にむけて、研修の充実を

図ります。 

地域ケアプラザの運営にあたっては、指定管理事業と介護保険事業の連携を進めるとともに、関係機関と

協働しながら「地域のつながりづくり」の仕組みを構築していきます。また、介護報酬改定や諸制度の変更に

対応し、適切な施設運営を行います。 

老人福祉センター・地区センターでは、地域住民の身近な交流の場、生きがいづくりの場として、世代間の

交流や介護予防などの実施を通じて、地域住民の健康と福祉・文化の向上に取り組みます。 

６ 組織基盤の強化 
 

個人・法人による寄付を財源とした助成金により地域福祉保健活動が充実し、共助の層が支えられている

状況を地域に分かりやすく伝えることで、更に寄付に結びつくよう「寄付文化の醸成」に取り組みます。 

また、本会が独自の活動を拡充していくために、寄付の積極的な受け入れをはじめとする自主財源の確保

を進めます。 

職員が意欲を持っていきいきと働くことができる組織づくりを進めるとともに、常に課題意識を持ち、事務事

業の目的に沿って自ら考え行動できる職員の育成を進めます。 

障害がある人もない人もともに働く職場環境づくりに取り組み、障害者雇用を促進するため、採用ルートの

拡大や障害者を対象とした職員採用の実施、定着支援体制の整備を行います。 

横浜市との協約（平成27～30年度）の最終年度になるため、目標の達成に向け、経営向上に努めます。 
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■ 事業計画                                
【担当部署名】（財源）３０年度予算額［２９年度予算額］ 

 

重点取組１  身近な地域での住民のつながり・支えあい活動の推進 

 

１－１ 身近な地域のつながり・支えあい活動推進事業の推進《重点》 
（１）生活支援体制整備事業 

 【地域福祉課・施設管理担当】（市委託料）１５５，７４０千円［１５４，７４０千円］ 

地域ケアプラザ（市指定管理料）９８，４１３千円［９８，４１３千円］ 

高齢者一人ひとりができることを大切にしながら暮らし続けられるようにするため、地域包括ケ

アシステムにおける生活支援体制整備事業の推進により、多様な主体が連携・協力する地域づくり

を目指します。 

本事業の実施にあたり、「第２層生活支援コーディネーター（日常生活圏域）」が地域ケアプラ

ザ及び特別養護老人ホーム併設型地域包括支援センター（以下、特養包括）に、「第１層生活支援

コーディネーター（区域）」が区社協に配置され、地域ケアプラザ、特養包括、区社協、区が一体

となって取り組みます。 

30年度は、多様な主体の参加する生活支援・介護予防・社会参加等の活動が一層充実するよう、

活動団体や活動者の支援を強化するとともに、活動の成果を周知し事業全体の底上げを図ります。 

 
ア 第１層生活支援コーディネーター（区域）の取組状況の把握・総合的支援 

・事業推進に係る横浜市健康福祉局との協議 

・市内の取組状況の把握及び第１層生活支援コーディネーターへの総合的支援（第１層生活 

支援コーディネーター連絡会の開催等） 

・第１層及び第２層生活支援コーディネーター間の連携に係る調整 

・データベース等の活用による地域の取組の見える化 

 

（２）身近な地域のつながり・支えあい活動の推進 
【地域福祉課・施設管理担当・企画課】（市委託料・共同募金）６，４５９千円［９，７０１千円］ 

いわゆる「ごみ屋敷」や子どもの貧困等、様々な生活課題を抱えながらも社会的孤立や制度の狭

間により支援に結びついていない人を、深刻な状況になる前に発見し、見守り支えあえる地域づく

りを進めます。 

社会福祉法人や企業等多様な主体の参画により支援者のネットワークを拡充させ、地域活動の充

実を図ります。また、身近な地域のつながり・支えあい活動を広めていくため、各区社協における

実践事例を地域住民や地域ケアプラザ等の支援機関等と共有し、組織を越えた事業の拡充に取り組

みます。 

 

ア 個別支援と地域支援の一体的な展開 

各区での取組や情報の共有、課題検討等を通して、「個別支援と地域支援の一体的な展 

開」を地域支援の基本姿勢として全職員への定着を図ります。 

昨年度作成した事例集を活用し、地域支援の実践を更に拡充します。 

イ 地域ケアプラザと区社協の連携による地域支援の体制づくり 

地域ケアプラザと区社協が連携し、生活課題を抱える人を支える地域の支援体制づくりを

進めます。 

    ウ  子どもの居場所づくりの支援（地域における子どもの居場所づくりサポート事業） 

          地域住民による、子どもの居場所づくり等の取組について、モデル区（磯子区・港北区）

を中心とした各区の状況に関する情報の提供を行うとともに、新たな取組の創設・活動の継

続を横浜市こども青少年局と共に支援し、２年間の取組の成果をまとめます。 
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１－２ 地域の支えあい活動のための担い手育成《重点》 
（１） 地域の支えあい活動のための担い手育成   

     【地域福祉課・施設管理担当】（市委託料）５，８９７千円［３，６８９千円］ 

町内会単位等身近な地域で地域住民による日常の見守り・支えあいが行われ、支援を必要とする

人の困りごとが地域住民から民生委員や地区社協等の地域組織、地域ケアプラザ等に寄せられるよ

う仕組みづくりを行うとともに、これに関わる地域住民等の意識啓発や育成に取り組みます。 

また、地域ケアプラザや区社協等地域支援に関わる専門職の人材育成に取り組みます。 

 

ア 様々な活動事例の収集、検討、整理 

イ 地域ケアプラザ地域活動・交流コーディネーター連絡会の運営強化 

ウ 地域ケアプラザ生活支援コーディネーター連絡会の運営強化 

エ コーディネーター共通研修の実施 

 

（２）市民活動との連携・協働                     
【市民活動支援課】（福祉基金）４２千円［４２千円］ 

地域の福祉課題の解決に向けた市民活動の活性化を図るため、プラットフォーム機能を生かして

中間支援組織やNPO等との連絡会を開催し、支えあい活動の担い手育成を推進します。 

 

（３）地域活動における個人情報の保護と活用の普及         【企画課・地域福祉課】 

平成27年9月に改正された個人情報保護法の内容等をふまえ、地区社協をはじめとした地域活動

者が、個人情報を地域活動に有効に活用できるよう「個人情報活用マニュアル」を作成します。 

 

１－３ 地区社協支援の強化 
（１）地区社協活動の支援 

【地域福祉課】（市補助金・共同募金）１３，２００千円［１１，３２６千円］ 

身近な地域のつながり・支えあい活動の推進を通して、一人ひとりの困りごとを解決できる地域

づくりを行うため、地区社協が、多くの福祉保健関係者の参加のもとに、地域の住民活動支援を行

えるよう、区社協と共に支援を行います。また、担当者会議等を実施し、地域支援を行う区社協職

員と共に地区社協支援について検討を進めます。さらに地区社協検討会と各区社協の地区社協分科

会を連動させ、地区社協の課題解決を図ります。 

 

ア 地区社協活動費の交付 

地区社協に対して、活動運営費を交付します。 

イ 地区社協データ集の作成 

全地区社協の活動状況の集約・分析を行い、「地区社協データ集」を作成し関係機関に周

知します。 

ウ  地区社協検討会の開催 

地区社協の活動状況や課題を共有することで相互の活動を高め合うとともに、その取組を

市社協・区社協が発信することで市民や行政の理解を深め、より活動しやすい環境づくりに

つなげることを目的として実施します。 

エ  地区社協研修会(市域)の開催と区域で開催する研修会の支援  

（ア）地区社協研修会(市域) 

地区社協が協議体として地域の福祉を推進するために、講義や実践事例の発表を通した

研修会を行います。 

（イ）区域で開催する研修会の支援 

区域の開催状況の把握や、研修講師の情報提供等を行います。 

オ 地区社協担当者会議・研修会の開催 

（ア）担当者会議（全体会）（年２～３回） 

    各区の地区社協支援の情報共有を図り、地区社協支援について検討を行います。 
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１－４ 区地域福祉保健計画(地区別計画)の推進 
（１）区地域福祉保健計画（地区別計画）の推進 

【地域福祉課】 

第３期区地域福祉保健計画の推進において、区社協職員が区計画事務局としてのスキルを身につけ、

地区別計画支援チームでリーダーシップを発揮できるよう、研修や担当者会議の開催等を通じて支援しま

す。また、各区計画や地区別計画の進捗状況の把握に努め、地区社協が実質的な地区別計画の主体と

して機能することで地域課題が解決できるよう継続して支援します。 

 

ア 区地域福祉保健計画 推進企画マネジメント研修 

    第３期地域福祉保健計画の推進において、区計画の事務局である区と区社協が、区の状況をふま

え、年間を通じた支援や推進の方向性が検討できるようになることを目的に研修を実施します。（研

修事務局：健康福祉局・市社協） 

イ 担当者会議 

地域福祉保健計画の意義や目的を理解し、各区における計画推進の取組の共有と共通課題の

検討を行います。 

 

１－５ 生活困窮者自立支援施策への対応 
（１）生活困窮者自立支援施策への対応 

【地域福祉課・市民活動支援課】 

生活困窮者自立支援制度において、各区社協が支援調整会議に参画し、生活福祉資金貸付事業や

総合相談等を通して解決の一端を担うとともに、地域のネットワークを生かして、ニーズを抱える

人々を把握し、本制度につなげることができるよう、各区の取組状況の把握・共有や行政との調整

等を行います。また、NPO や企業等との連携による新たな食支援の仕組みづくりにより、各区の取

組を支援します。 

 

ア 担当者会議の開催 

食料支援や地域における子ども食堂・学習支援等、本制度への取組状況や生活困窮者自立

相談支援機関との連携状況等、各区の情報共有を図ります。 

  イ 食料支援の実施 

     フードバンク等と連携して生活困窮者や緊急的に食料が必要な方に対し食料提供を行い、

自立の支援を行う各区社協の取組を支援するとともに、行政や食料提供を行うNPO・企業等

との調整を行います。 

     また、JA横浜と連携し、地域の子ども食堂や高齢者食事会等の活動団体に農家からの寄付

食材を提供する仕組みづくりを進めます。 

 

１－６ 社会福祉法人・施設の地域における公益的な取組等の支援  
（１）社会福祉法人・施設の地域における公益的な取組等の支援 

【施設福祉課・地域福祉課・企画課】（市委託料）１００千円［５００千円］ 

社会福祉法の改正により、社会福祉法人の役割が改めて注目され、地域貢献への期待が高まる中で、

社会福祉法人・施設が地域に開かれ、つながるとともに、地域ごとのニーズに合わせ、運営施設や実施事

業の特徴を生かしながら取組を進めることができるよう支援します。 

 

 ア 活動の周知・啓発 

よこはま地域福祉フォーラム等において、社会福祉法人・施設の地域における公益的な取組等

の事例紹介を行い、活動の見える化を図ります。 

イ 各区のコーディネート体制の整備 

区社協と連携し、社会福祉法人・施設と地域ニーズのコーディネート体制の整備を図ります。 

ウ 地域協議会の受託・運営 

社会福祉法人・施設の地域貢献に係る地域協議会について、横浜市から運営を受託し、横浜市地域福

祉保険計画･横浜市地域福祉活動計画検討会のテーマ別検討会に位置づけて実施します。 
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１－７ 区社協支援 
【地域福祉課・市民活動支援課】 

（市補助金・共同募金・善意銀行）８９２，４５５千円［８９４，０４１千円］ 

（１）区社協強化推進事業 
  区社協では、生活支援体制整備事業をはじめ、地域ケアプラザと共に地域活動の支援に力点を置

いて各事業を進めています。そのため、区社協が一定の水準で地域支援を進められるよう、業務推

進マネジメントの強化と業務の標準化を図ります。 

 

ア 地域福祉活動支援の取組強化  

（ア）地域ケアプラザとの地域アセスメント・地域支援計画・地域支援記録等の共有 

   地域アセスメントに基づく地域支援計画を全地区で策定し、生活支援コーディネーター

による地域づくりを推進します。 

（イ）地域支援のスキル強化に向けた職員研修の実施 

組織的に地域福祉活動支援に取り組むための職員のスキル強化のため、職員のコミュニ

ティワーク研修及びコミュニティソーシャルワーク研修を実施します。（各年１回） 
（ウ）地区ボランティアセンター等地域活動支援の推進 

    地域における居場所づくりや地区ボランティアセンター等地域のたすけあい活動の組

織化等、区社協と共に地域づくりを支援します。 
 

（２）区社協運営支援・調整 
区社協が地域ケアプラザや地区社協と連携し、地域の福祉活動を支援する中心的な組織として力

を発揮できるよう環境整備、連絡調整、支援を行います。 
区社協に求められる役割を改めて見直し、事業面・事務面の業務整理を行います。18区統一で行

うことと、各区社協が地域特性に応じて行うことを整理し、スケールメリットを生かした効果的な

運営を支援します。 
 

ア 各種補助金交付 

（ア）区社協補助金 

①地域福祉推進支援事業費（地域福祉活動推進事業費、地域活動・交流コーディネーター

支援事業、その他の事業費） 

    ②区ボランティアセンター活動事業費 

     ③福祉教育推進事業費 

          ④よこはま ふれあい助成金補助金 

（イ）共同募金配分金 

   （ウ）区福祉保健活動拠点水道光熱費 等 

イ 区社協関係会議の開催・連絡調整 

区社協事務局長会、事務局次長会及び運営検討会、実務検討会等を開催し、情報共有や共

通課題の解決に向けた検討を行います。 

ウ 区社協法人組織運営の支援 

市社協職員による事務調査（内部監査)を実施し、適正な業務運営や事務の標準化につな 

げるとともに、各種研修を開催し、区社協の運営をサポートします。 

エ 福祉保健活動拠点に係る連絡調整 

担当者会議を開催し、各区拠点の適正な運営管理と、区ボランティアセンター機能の充実

を図ります。 
オ 地域福祉に関する情報提供と課題整理 

      地域福祉に関する国や横浜市の動向、他都市の取組等を区社協に提供するとともに、区 

社協の課題を整理し、解決に向け検討します。特に、区社協と共に把握した地域ニーズを社

会福祉法人と共有し、公益的な取組等につなげていきます。 
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重点取組２  地域における権利擁護の推進 

 

２－１ 権利擁護事業の推進《重点》 
（１）権利擁護事業 

【あんしんセンター】（市補助金・利用料収入等）２８０，９３６千円［２７６，０６６千円] 

高齢者や障害者の財産や権利を守り、安心して日常生活が送れるよう、相談の受付や契約によるサービス

の提供等を行います。 

 

ア 権利擁護に関する相談対応・契約者数 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

初回相談対応件数（件） 1,312 1,380 1,400 1,450 

うち、弁護士による専門相談※ 40 35 35 40 

権利擁護事業契約者数（人） 728 904 1,000 1,100 

新規契約者数（人） 219 326 270 － 

終了者数（人） 111 150 174 － 

※弁護士による専門相談：神奈川県弁護士会からの派遣弁護士による無料相談を毎週木曜日に実施。 

 

イ 区社協あんしんセンター支援 

権利擁護事業のサービス提供を行う各区社協あんしんセンターを支援するため、業務の標準化や効

率化への取組、全市共通課題の調査や解決を行う権利擁護事業推進検討会、権利擁護事業実施状況調

査等を実施します。また、職員のスキルアップを図るため、管理職、専門員、生活支援員に対し、各

種研修を行います。 

（区社協あんしんセンターの事業内容） 

（ア）権利擁護に関する相談受付 

（イ）契約によるサービス提供 

・福祉サービス利用援助、定期訪問・金銭管理サービス 

・預金通帳等財産関係書類等預かりサービス 

（ウ）区域における広報啓発、成年後見サポートネット等関係機関との連携・調整 

ウ 業務監督審査会等の実施 

あんしんセンター事業全般に関する監督・指導・助言を行う業務監督審査会を毎月実施します。ま

た、増加するニーズへ迅速に対応するため、契約案件審査（事前審査会）を月２回実施します。 

 

２－２ 法人後見事業の推進《重点》 
（１）法人後見事業の推進《拡充》 

【あんしんセンター】（市補助金・利用料収入等）２８０，９３６千円［２７６，０６６千円]※２－１と重複 

横浜市の成年後見推進機関として、成年後見制度を総合的に推進します。 

ア 法定後見受任 

成年後見を必要とする人へのセーフティーネットとしての役割を果たすため、他機関が受任困難な

案件や、身上監護のニーズが高い案件について、法人として法定後見受任を行います。 

                                       (単位：件) 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

受任件数（年度末） 57 51 47 50 

新規受任件数 3 3 2 － 

終了件数 7 9 6 － 

 

イ 法人後見支援 

（ア）NPO法人等の連絡会「よこはま法人後見連絡会」の開催（年２回） 

法人後見実施団体間の情報の共有や受任に向けての課題整理を行います。また、法人後 

見の普及啓発に取り組みます。 
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（イ） 障害者への成年後見制度の利用促進 
障害当事者やその家族が安心して成年後見制度を利用できるように、障害理解のある 

NPO 法人等の立ち上げや、人材育成等の活動支援を行います。 
さらに、障害者の家族・支援者向け成年後見制度利用促進パンフレットを活用し、普及啓発活

動を進めます。 

ウ 成年後見制度研修 

市・区役所や地域包括支援センター、基幹相談支援センター等の職員が、横浜市の権利擁護施策を

理解し、成年後見制度の利用促進を図ることを目的に研修を実施します。 

（ア） 成年後見制度基礎研修（年２回） 

（イ） 成年後見制度中級研修（年３回） 

（ウ） 区役所生活支援課職員対象研修（年１回） 

（エ） 障害者施設職員対象研修（年１回） 

エ 親族後見人支援 

被後見人等の親族による申立や、後見実務を支援するための「親族後見人向け講習会（基礎編・実

務編）」を開催します。 

 

２－３ 市民後見人養成・活動支援事業の推進《重点》 
（１）市民後見人養成・活動支援事業の推進《拡充》 

【あんしんセンター】（市委託料・負担金収入）６２，０９２千円［６１，８６５千円］ 

市民参画により権利擁護を推進するため、市民後見人を養成し、活動を支援します。 

また、横浜市市民後見人バンク登録者（市民後見人養成課程修了者）や、選任された市民後見人の活動支

援を、区社協あんしんセンター等と連携して行います。 

なお、市民後見人としての実務活動を終了したバンク登録者へ感謝の意を表するため、活動終了ごとに感

謝状を贈呈する取組を始めます。 

                                      (単位：人) 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

市民後見人養成課程修了者数※ 83 95 95 115 

市民後見人バンク登録者数 70 60 63 63 

市民後見人受任者数 13 26 37 55 

新規受任者数 7 16 16 － 

終了者数 0 3 5 － 

※市民後見人養成課程は、24～25年度（第1期：修了者44人）、26～27年度（第2期：修了者39人）、28年度（第

3期：修了者12人）に実施。 

 

ア 市民後見推進委員会の実施（年４回） 

市民後見人の養成・活動支援を推進するために、成年後見人等受任を業務とする専門職団体、学識

経験者等で構成する市民後見推進委員会を実施します。 

イ 事務局会議・受任調整会議の開催（原則月1回） 

市民後見人の受任がふさわしい案件を審議し、市民後見人候補者を推薦する事務局会議、及び受任

調整会議を行います。 

ウ 市民後見人受任者支援 

申立前後の事務や受任後の関係者カンファレンスに向けた支援、定期面談を実施するほか、随時、

後見業務に関する相談に対応します。また、受任者同士の情報交換や課題等の共有及び解決を目的と

して受任者連絡会を実施します。 

エ 受任促進に向けた取組 

市社協法人後見受任案件及び区社協あんしんセンター権利擁護事業契約案件等から、市民後見人へ

移行可能な案件を整理し、本人の意思を尊重しながら移行を進めます。 

また、専門職後見人から市民後見人への移行について検討を進めます。 

オ 横浜市市民後見人バンク登録者支援 

定期面談や全体研修（年２回）、自主勉強会の運営支援を実施するとともに、区社協あんしんセン

ターと連携して、成年後見サポートネット（全体会・分科会）の運営を支援します。 

また、未受任者のモチベーション維持とスキル向上のため、市社協法人後見受任案件の被後見人支



－9－ 

援活動に従事する取組を継続実施します。 

カ 第４期横浜市市民後見人養成課程の実施 

市民後見人の受任が進む中、バンク登録者数を充実させるため、第４期横浜市市民後見人養成課程

を実施します。 

キ 広報・啓発 

市民後見人についての理解を進めるため、市民や関係機関・団体に向けて市民後見人活動の周知を

行います。 

 

２－４ 横浜市障害者後見的支援制度の推進《重点》 
（１）横浜市障害者後見的支援制度の推進 

【支援センター】（市委託料・繰越金）２００，９２３千円［２００，８５９千円］ 

この制度は、区における制度の推進を図る障害者後見的支援運営法人と、横浜市障害者後見的支援推進法

人が協働し、障害者が地域で安心して暮らすために必要な、身近な見守りや本人の希望と目標に基づく支援

等を行います。 

本会は横浜市障害者後見的支援推進法人として、後見的支援室に携わる職員の人材育成等に取り組むとと

もに、登録者増加に伴う体制整備の取組について引き続き検証を行うことを通して、適切な事業展開を図り

ます。 

 

ア 人材育成 

この制度を推進するため、研修や事例報告会を開催し、障害者の後見的支援計画の作成を担うあんし

んマネジャーほか、各運営法人職員の育成を行います。 

イ 関係機関との連携 

運営法人や横浜市との連携を密にするため、会議等を開催し、情報交換や課題の共有、調整を行いま

す。また、区社協や地域ケアプラザ等と連携した制度周知等を行い、「身近な見守り」機能の充実と障

害者の権利擁護の推進を図ります。 

ウ 広報・啓発 

地域の当事者団体や家族会、区社協、関係機関への制度周知等、広報・啓発活動を全市的に取り組み

ます。 

 

各区の障害者後見的支援室（平成30年３月 31日現在） 

 実施区 支援室名称 運営法人 開設年月 

１ 鶴見 障がい者後見的支援室りんくるつるみ （社福）大樹 H25.3 

２ 神奈川 神奈川区障がい者後見的支援室おんぷ （社福）若竹大寿会 H27.3 

３ 西 さぽーと・ねくさす （社福）横浜共生会 H26.3 

４ 中 中区後見的支援室らるご （社福）みはらし H29.3 

５ 南 さぽーと・なみ （社福）横浜共生会 H22.10 

６ 港南 障害者後見的支援室すまいる港南 （社福）そよかぜの丘 H28.3 

７ 保土ケ谷 障がい者後見的支援室ほどがやゆめあん （社福）ほどがや H22.10 

８ 旭 旭区障害者後見的支援室 絆 （社福）訪問の家 H26.3 

９ 磯子 磯子区障害者後見的支援室コネクト・ハート （社福）光友会 H25.3 

10 金沢 金沢区障害者後見的支援室 帆海（ほなみ） （社福）すみなす会 H26.3 

11 港北 さぽーと・うみ （社福）横浜共生会 H25.3 

12 緑 緑区障がい者後見的支援室みどりのこかげ （社福）県央福祉会 H26.3 

13 青葉 青葉区障がい者後見的支援室ほっぷ （社福）ル・プリ H28.3 

14 都筑 つづき障害者後見的支援センターリリーフ・ネット （社福）同愛会 H22.10 

15 戸塚 後見的支援センターとつかエコー （社福）ひかり H27.3 

16 栄 栄区後見的支援室とんぼ （社福）訪問の家 H22.10 

17 泉 泉区障がい者後見的支援室しーど （社福）いずみ苗場の会 H27.3 

18 瀬谷 せや障がい者後見的支援室まんまる座 （社福）瀬谷はーと H29.3 
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重点取組３  幅広い福祉保健人材の育成 
 

３－１ 幅広い福祉教育(啓発)の実施《重点》 
（１）福祉教育（啓発）事業《重点》 

【市民活動支援課】（共同募金・負担金収入）６６１千円［８５９千円］ 

地域共生社会の実現に向けて、区社協等と協働して、地域や学校における福祉教育に重点的に取り

組むほか、広く機関・団体や、企業等への福祉啓発を実施します。 

また、福祉教育（啓発）の取組を広くＰＲすることで理解を広めます。 

 

ア 子どもの福祉教育 

身近な地域の福祉をテーマとして、つながりや地域への愛着を感じられるようなジュニア

ボランティア等の体験学習を地域住民のサポートを得て進めます。 

   また、障害当事者や高齢者等、福祉課題を抱える人の困りごとを理解する機会をつくり、

助けあいや思いやりの心を育てる取組を行います。 

イ 教員を対象とした福祉教育についての講座の開催(年間１回) 

教員を対象に、福祉教育に取り組むことによる効果を伝えるため、市教育委員会、区社協

との共催で研修会を開催します。 

30年度は、地域における子どもの体験学習や自発的なボランティア活動の先進的な事例の

紹介等、学校での福祉教育に活用しやすい具体的なプログラムを実施します。 

ウ 地域住民を対象とした福祉啓発の取組の支援 

住民が、自分の住む地域が抱える課題を知り解決に向けて取り組む、福祉啓発講座の実施

に向けて、区社協や地域ケアプラザと連携して支援します。 

エ 企業に向けた福祉啓発の実施 

企業に対する福祉啓発を進めるため、企業向けの福祉啓発プログラムを活用して、新入社

員やリーダー等の社員向けの研修会や勉強会等を実施します。 

     さらに今後の社会貢献活動に結びつくよう広報活動を行う等、企業との関係強化に取り組

みます。 
 

（２）障害者福祉に関する啓発活動事業 
 【支援センター】（市補助金・参加費収入等）２，８０７千円［２，８０７千円］ 

障害当事者の想いや障害者支援事業所の活動、障害者支援センターの取組を広く市民等に周知・

発信することにより、障害者理解を進めていきます。 

 

ア 機関紙「お元気ですか」の発行 

市民や関係機関等に対し、障害者支援センターの各種事業や取組・障害児者福祉に関する

情報等を周知することで、障害理解を促進します。 

◆発 行：年４回 Ａ４版６ページ 

◆部 数：10,000 部  点字版 100 部 

◆配布先：障害者団体・施設、市内小・中・特別支援学校、保育園、地域ケアプラザ、 

区役所 他 

イ 啓発事業の実施・支援 

障害者の地域生活に関する市民の理解を深めるため、当事者・家族等を講師として、地域

団体が開催する啓発研修を区社協との協働により推進します。 

また、「障害者週間（12月３日～９日）」等において、当事者団体と共に障害理解に向けた

取組を行うほか、障害者団体部会発行の啓発用リーフレットを様々な機会で配布し、障害者

理解を促進します。 
ウ 「感謝の集い」の開催 

障害者支援センターが関わる諸団体に協力いただいている個人または団体に対し、感謝状

を贈呈します。また、関係団体やボランティアの方々の交流等を目的とした親睦会を実施し

ます。 

◆開催日：平成 31年２月（予定） 

◆場 所：横浜ラポール（予定） 
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                                   (単位：人) 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

感謝の集い参加者数 177 173 152 190 

 

３－２ 企業の地域貢献活動の充実に向けた支援《重点》 
（１）企業の地域貢献活動支援 【市民活動支援課】（市指定管理料）２７１千円［５２１千円] 

地域貢献活動に取り組む企業の力を、地域づくりや地域課題の解決にさらに活用できるよう、企

業と地域・活動団体とのコーディネートを強化します。 

 

ア 相談支援・コーディネートの実施 

企業からの相談に対して、区社協や地域ケアプラザ等の地域のネットワークを生かし企業

と地域のつながりをコーディネートします。 

                                   (単位：件) 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

コーディネート件数 39 41 55 55 

 

  イ NPO や企業の集合体との交流による啓発 

     企業の社会貢献を支援しているNPO や、みなとみらい地区の企業の集合体等と連携して企

業の社会貢献活動を推進します。研修会の実施等を通して、イベント時にとどまらず企業が

支援を必要とする人向けの貢献活動を進めることができる仕組みづくりを行います。 

  ウ 地域貢献活動事例の発信による啓発 

     企業向け研修会や相談会等での、地域貢献活動事例の発表を通じて、相談窓口となる社会

福祉協議会のＰＲを行います。      

企業との協働による地域課題の解決手法について、区社協や地域ケアプラザ等と検討を行

います。 

 

３－３ 当事者の想いが実現できる地域づくり《重点》 
（１）新たなニーズ・課題に対応したボランティア事業の展開 

【市民活動支援課】（市指定管理料）７２千円［７２千円] 

ボランティアセンターへの相談者の中には、地域における居場所や、社会参加のきっかけを求め

て相談に来る方が増えています。その目的に応じたコーディネート（活動調整、情報提供）を通し

て、誰もが地域で自分らしく生活することを支援します。 

 

ア 社会参加を目的とした活動の受入先開拓 

様々な中間支援組織との関係性を生かし、受入先の施設やボランティア団体に対して理解 

や配慮を促すとともに、受入施設・団体の拡充に取り組みます。 

イ 関係団体・機関と連携した支援 

青少年相談センター、若者サポートステーション、よこはまユースプラザ等の各機関の利

用者に対し、活動情報の提供やコーディネートを行います。 

 

（２）地域訓練会、地域活動支援センター作業所型等への運営支援・助成事業 
【支援センター】（市補助金）２，７０６，０５３千円［２，７８４，３７２千円］ 

障害児者の地域生活、社会参加を促進するために、障害者団体、地域訓練会、地域活動支援セン

ター作業所型等の運営支援を行うとともに、活動や運営にかかる経費を助成します。また、専門職

等の派遣を含めた相談活動等を実施するとともに、助成対象団体については助成金が適正に執行さ

れ、健全な運営が行えるよう、監査を実施します。 
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ア 障害児地域訓練会・地域活動支援センター作業所型等助成事業 

（単位：助成箇所数） 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

障害児地域訓練会運営費助成事業 57 56 56 65 

地域活動支援センター事業 

障害者作業所型運営費等助成事業 
108 98 98 101 

障害者地域活動ホーム助成事業 23 23 23 23 

障害者グループホーム助成事業 12 8 8 7 

 

イ 地域活動支援事業 

障害者福祉に関する相談活動及び地域活動支援センター作業所型等に医師、弁護士等を派

遣し、専門相談を実施するとともに、グループホームの緊急時の人的支援及び運営費にかか

る経費等の助成を行います。巡回相談については、対象の拡充に向けた検討を行います。 

また、障害者の地域生活に関する市民の理解を深めるため、当事者・家族等を講師として、

地域団体が開催する啓発研修を区社協との協働により推進します。 

（単位:箇所） 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

巡回相談  546 592 584 590 

訪問健康相談 76 78 80 86 

グループホーム緊急時支援 0 0 0 2 

グループホーム運営費支援 0 0 2 2 

 

ウ 施設賠償保険 

地域活動支援センター事業障害者作業所型等の管理責任に基づき、利用者又は第三者の死

傷事故や器物損壊事故等が生じた場合の損害賠償を補償するため、賠償責任保険に加入し、

運営の安定化を図ります。 

エ 助成団体監査 

助成対象団体が助成金を適正に執行し、健全な運営を行えるよう指導するため、地域活動

支援センター事業障害者作業所型等に対して、外部専門職（税理士・社会保険労務士）を加

えて監査を実施します。 

また、監査の強化に向けて、新規開所した事業所に対し、開所後１年を目途に実施する一

般監査等、重層的に監査を実施します。 

                            （単位：実施箇所数） 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

地域活動支援センター事業 

障害者作業所型等監査 
85 71 65 75 

地域訓練会監査 19 20 21 18 

障害児家庭援護事業監査 9 6 5 6 

 

オ 福祉団体活動支援 

障害児者団体が実施する活動に対し、事業費の一部を助成します。   

カ 療育検診活動事業 

神奈川県筋ジストロフィー協会横浜支部に委託し、機能回復訓練や相談会を実施します。 

 

（３）障害者人権擁護事業 
【支援センター】（市補助金）２，９５０千円［２，９５０千円］ 

障害児者の人権擁護の観点から、各種支援に本人の意向が反映されているかどうかを点検する等支援

の質の向上を図るため、地域活動支援センター作業所型、地域活動ホーム、運営委員会型・法人型グル

ープホームに対し、モニター活動等を実施します。 

※実施主体：横浜市健康福祉局・横浜知的障害関連施設協議会・横浜市精神障害者地域生活支援連合

会・横浜市グループホーム連絡会・横浜市精神障害者家族連合会・横浜市心身障害児者を守る会連盟 
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ア 人権擁護委員会 

人権擁護委員会等を開催し、モニター活動の実施等人権についての検討を実施します。 

イ モニター活動 

第三者（モニター委員）が事業所を訪問して、支援の質等を点検する機会として、法人型

グループホーム 30箇所も含めて50箇所で実施します。また、各事業者が「モニターリスト」

を活用して自己点検を行っていただく等、事業の趣旨を広げていく取組を進めます。 

ウ 相談活動 

  障害者の人権を擁護するために弁護士等による専門家の相談を随時行います。 

 

（４）在宅障害児者家庭援護事業 
【支援センター】（市補助金）２，５４７千円［２，５４７千円］ 

障害児者のいる家庭に対し家庭奉仕員を派遣する障害児者団体に、必要な経費を助成します。 

登録団体を通して、障害児者のいる家庭の養育や日常の介助を支援する家庭奉仕員活動に助成

を行うことで、家庭の抱える精神的・身体的負担を軽減します。 

ニーズに応じた活動への助成とするため、関係機関と調整するとともに、登録団体の増に向け

て制度周知に取り組みます。 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

登録団体数  （団体） 21 20 21 23 

活動件数    （件） 1,433 1,302 1,600 1,819 

 

ア 受入家庭及び家庭奉仕員の登録 

登録申請に基づき受入家庭及び家庭奉仕員を登録します。 

イ 助成金の交付 

助成金の申請により助成額を決定し、活動報告及び請求書に基づいて助成金を交付します。 

 

（５）販路拡大事業 
【支援センター】（市補助金・販売収入）６，６５６千円［６，６５６千円］ 

地域活動支援センター事業障害者作業所型等で製作した自主製品を「ハートメイド」の統一ブラ

ンドで通信販売するとともに、ふれあいショップやイベント等での展示販売を通じ、製品のＰＲ及

び作業所型等の活動を広く市民に紹介します。 

また、カタログを広く配布するとともに、ホームページに掲載します。 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

販路売上高（円） 2,877,812 2,399,197 2,500,000 2,500,000 

販路売上数（個） 13,004 11,639 12,000 12,000 

 

（６）よこはま障害者共同受注総合センター （愛称：わーくる） 
【支援センター】（市委託料・繰越金）２０，３０３千円［１８，４００千円］ 

市内障害者施設の作業種別等受注に関する情報を集約し、企業等からの障害者施設への受注促進

や自主製品の販路拡大等にかかる包括的なコーディネートを行う「よこはま障害者共同受注総合セ

ンター」を運営します。 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

登録事業所数 （か所） 207 251 280 290 

企業等訪問数 （か所） 35 126 100 125 

受注成立件数  （件） 94 218 220(内新規 110) 220(内新規 120) 

 

ア 情報把握・発信 

障害者団体とのネットワークや運営支援で培ってきたノウハウを生かし、登録事業所の作

業内容や企業等からの受注状況等の把握を行います。 

あわせて、ホームページの運用等を通して、事業の実施に関する様々な情報を提供すると

ともに、障害者施設等の情報発信を支援します。 
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イ 受注調整・販路拡大 

受注センター連絡会で整備した受注ルールを基に受注調整を行います。 

また、企業等への訪問活動を行うとともに、販路拡大事業（ハートメイド）との連携によ

り、自主製品の販路拡大に努めます。 

ウ 研修会の開催 

登録事業所を対象とした研修会を開催し、作業受注及び自主製品の生産活動に関連する知

識・技術・意識の向上を支援します。 

エ 連絡会の運営 

市内障害者団体代表者及び登録事業所代表者等からなる連絡会を運営し、受注センター運

営上の課題を協議します。 

 

（７）福祉バス「あおぞら号」の運行 
【地域福祉課】（市補助金・共同募金）６３，２４１千円［６１，７４７千円］ 

市内の障害児者団体・施設が、福祉向上や社会参加を目的とした研修会、レクリエーション等を

実施する際に、大型・小型観光バス(車椅子での乗降が可能なリフトバス３台、大型観光バス２台）

を運行します。 

また、近年の社会情勢を考慮して、今後の運行について検討します。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

利用団体数（団体） 719 710 670 650 

利用人数  （人） 19,756 19,148 18,100 17,250 

 

３－４ 福祉保健従事者の育成《重点》 
【ウィリング】（市指定管理料・利用料収入等）２７３，５４４千円［２７１，９０２千円] 

福祉保健従事者及び活動者を対象に、公共性の高い研修機関として「よこはま福祉人材指針」に求

められる人材を育成します。 

 

（１）研修事業                            【ウィリング】  

研修のコンセプトを「組織力の向上と地域福祉の推進」と定め、主催する全ての研修内容に反映

させます。そのうえで、受講者が計画的に選択できるよう研修を目的別に「組織力を高める」「専

門力を高める」「地域力を高める」の３つに分け、実施します。 

30年度は、福祉保健従事者が所属する組織の中で、組織の理念・目標の達成に向けてそれぞれが

置かれた職位に応じた役割を果たせるよう、組織力の強化につながる研修を階層別のキャリアパス

生涯研修課程を主軸に展開します。 

さらに、社会福祉分野の課題に沿い、社会福祉法人や地域福祉活動者の支援等に関する研修を引

き続き実施します。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

研修件数    （件） 75 70 65 71 

研修コース数（コース） 108 88 78 91 

研修受講者数  （人） 6,304 6,360 10,300 7,084 

研修開催日数  （日） 196 161 181 194 

※研修受講者数:H29 見込は民生委員全員研修(4,500 人)を含みます。H30は同研修の開催がありません。         

 

ア 主催研修 

（ア）組織力を高める  
組織全体のサービス向上を意識し、全社協が提唱する「キャリアパス対応生涯研修課
程」を主軸に、組織の各階層間の連動性を意識した研修を実施します。 
また、「キャリアパス対応生涯研修課程」の実施に伴い、市内の福祉保健活動従事者

を講師として研修実施が可能となるよう育成します。 
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（イ）専門力を高める  
「よこはま福祉人材育成指針」に示されている人権尊重の考え方や知識情報及び技

術技法を得ることができる研修を実施します。  
（ウ）地域力を高める  

地域と施設とのつながりづくりや、地域活動リーダー育成等、地域福祉ネットワー
ク構築に寄与する人材の育成を行います。 

イ 資格関連研修 

介護支援専門員研修では、新カリキュラムに基づき、質の高い相談援助を行う介護支援専

門員の育成に努めます。 

障害者相談支援従事者研修では、31年度に予定されているカリキュラム変更の検討と併せ、

質の高い研修を実施することにより、高い専門性を身につけた人材を育成します。 

 

（２）よこはま福祉・保健カレッジ事業                 【ウィリング】 
福祉保健従事者育成のため、福祉に資する研修を実施している市内の大学・専門学校、職能団体

等が参画しネットワークを作ることにより、横浜市における福祉保健サービスの質の向上を図りま

す。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

カレッジ認定講座数（講座） 98 178 110 120 

カレッジ参画機関数（機関） 18 19 19 21 

 

ア よこはま福祉・保健カレッジ認定講座 

参画機関が実施する講座のうち「よこはま福祉人材育成指針」に則る内容のものについて

は、よこはま福祉・保健カレッジ認定講座として、ウィリング横浜の研修情報提供システム

「よこはまの福祉保健研修情報サイト“ハマ・キャリ・ネット”」に登録します。 

また、サイト内の検索を容易にし、より便利に活用できるようシステムを改善することに

より、講座への参加促進を強化します。 

  イ よこはま福祉・保健カレッジ連携講座の実施 

    福祉保健従事者及び民生委員・児童委員等の福祉保健活動者を主な対象として、カレッ

ジ参画機関の専門性を生かした研修を企画し、講師の派遣を受けることにより、主催研修

としてカレッジ連携講座を実施します。 

ウ よこはま福祉・保健カレッジ連絡会議の開催 

参画機関間の相互連携及び協力を進めるため、よこはま福祉・保健カレッジ連絡会議を開

催します。連絡会議の運営及び事業の企画等について検討するため、よこはま福祉・保健カ

レッジ連絡会議事業企画分科会を開催します。 

エ よこはま福祉・保健カレッジとウィリング横浜の事業連携 

参画機関の専門性を生かした、福祉の仕事相談や施設見学ツアー等を実施します。 

また、効果的かつ合理的にカレッジ参画機関の事業紹介と福祉保健についての啓発を行

うため、よこはま福祉・保健カレッジ事業、ウィリング横浜事業合同企画により、「サント

クフェスティバル 福祉の魅力発見！」を年１回実施します。 

  オ 参画団体の拡充 

     積極的に施設訪問等を行い、参画を働きかけ、カレッジ参画機関を増やすことにより、

更に市内機関の相互連携を進めます。 

 

（３）調査研究事業                          【ウィリング】 
  広く調査研究を行う団体を募集し、情報の提供、共催研修の開催、調査研究成果の発表等の支援

を行い、福祉保健事業向上に努めます。 

                                      (単位：団体) 

 H27 実績 H28 実績 H29 実績 H30 見込 

登録団体数    10 10 9 10 

 



－16－ 

ア 自主調査研究活動に対する支援 

調査研究団体に対して研修情報や研究発表の場を提供する等、調査研究活動の支援を行い

ます。新たに、研究団体へ研究テーマに合致したウィリング横浜の主催研修への参加の機会

を提供するとともに、研究の進捗を支援するため、講師の紹介等のコンサルティングに取り

組みます。 

イ 代表者連絡会の開催 

団体の代表者による連絡会を開催し、団体間の情報交換や研究事業のあり方等の意見交換

を行います。 

  ウ 事業の目指すべき方向性の検討 

     自主研究団体支援を通し、福祉保健関係者の課題への取組に寄与する調査研究事業の提案

や講師の発掘等、ウィリング横浜の研修事業に反映できるよう取組を進めます。 

 

（４）情報資料室運営事業                       【ウィリング】 
福祉・保健関連分野の図書・資料等を広く収集し、貸出や館内閲覧等の形式で提供しています。

蔵書数は約６万６千点あり、歴史的に貴重な福祉・保健関連の資料等を整備保存しています。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

閲覧者数  （人） 11,779 10,775 11,250 11,300 

新規登録者数（人） 384 343 370 380 

貸出冊数  （冊） 5,975 5,397 5,750 5,800 

新規受入数 （冊） 1,391 1,395 1,400 1,450 

 

ア 収集整備・情報の発信 

福祉保健関連分野の図書・資料・逐次刊行物・会報・広報紙・視聴覚資料を収集・整備・

提供します。 

福祉保健関係者への情報提供や学習に資するため、「主催研修のテーマや講師と連動した収

集」、「大学紀要や福祉保健関連機関の報告書等の収集」を主旨とした蔵書方針に基づき収集

します。蔵書の新着情報については、メールマガジンで発信するとともに、テーマ別図書情

報を主催研修等で配布する等、様々な媒体を用いて情報を発信し、利用促進を行います。 

 

イ 企画展の開催 

新規利用者を増やすため、ウィリング横浜主催事業等のテーマに関連した図書・資料や福

祉保健関連の蔵書等を展示する企画展を他団体と連携して開催します。 

また、昨年度に続き、横浜市民生委員児童委員協議会と共催の企画展を開催します。 

 

（５）福祉保健関係者のためのこころの相談室              【ウィリング】 

福祉保健関係者の抱える問題の解決や心理的負担の軽減を図るため、臨床心理士等の資格を持っ

たカウンセラーが相談を行います。相談者の悩みを聞き一緒に整理することで、相談者の心理的環

境を整え、あわせて福祉人材の定着を目指します。 

利用の少なかった土曜日の相談枠を半分にし、その分を平日に転換することにより、相談枠の総

数を減らさずに開設日数を増やすことができています。 

30年度はメールマガジンを活用する等の工夫を行い、相談が必要な方の早期利用に結びつくよう、

更なる「こころの相談室」事業の周知と活用を図ります。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

開設日数（日） 99 99 99 146 

件数  （件） 139 141 160 160 

 

ア 面接・電話による相談の実施 

福祉保健従事者もしくはその関係者の方、福祉活動者を対象に相談業務を行います。 



－17－ 

イ 四半期ごとのカウンセラーとの定例ミーティングの開催 

より有効な相談を実施するため、カウンセラーと定期的な打合せを行います。 

 

（６）ウィリング横浜管理運営事業                   【ウィリング】 
ウィリング横浜は、福祉保健活動従事者や一般の利用者に対し、研修の実施や情報・交流の場を

提供する拠点として、施設の円滑な管理運営に努めるとともに、利用者サービスの向上を目指しま

す。 

30 年度は、新たな指定管理期間の初年度であり、目標とする研修室等の稼働率の向上を目指し、

福祉保健関係団体に加え、一般企業等への周知も行います。 

また、施設の一部が障害者スポーツ・文化活動南部方面拠点に転換・改修されることに伴い、30

年度は６階会議室等の移設や９階に新たな会議室の設置、給湯設備やレストラン空調の更新工事が

予定されています。利用者が安全・安心に利用できるよう、横浜市所管課と連携して取組を進めま

す。 
 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

研修室等貸出数（件） 13,678 13,275 13,900 14,000 

研修室等稼働率（％） 61.0 61.3 61.9 62.0 

 

ア 管理運営・研修室等の貸出 

ウィリング横浜の運営及び設備の保守・管理を行います。研修室及び附帯設備の貸出に当

たっては、WEB予約システムを柱に、施設利用の利便性の向上に努めます。また、ウィリン

グ横浜で快適な時間を過ごしていただくため、接客・接遇の点からも利用者サービス向上に

取り組みます。 

      

イ レストラン事業 

レストラン Amiの運営を通じて、施設利用者への昼食や喫茶提供、研修室へのケータリン

グサービス、研修室を利用したパーティ等、施設利用の利便性向上及び交流促進に努めます。 

 

３－５ 「セイフティーネットプロジェクト横浜」支援事業の推進 
（１）「セイフティーネットプロジェクト横浜」支援事業 

【支援センター】（市補助金・繰越金）１，７０３千円［１，８５０千円］ 

障害者が地域で安心して暮らしていくために、セイフティーネットをつくることを目的とし、当

事者や家族が主体となって、地域生活に関わる機関や地域住民への障害理解を進める様々な活動を

行っています。 

 

＜セイフティーネットプロジェクト横浜の主な活動＞ 

 ・コミュニケーションボード・カードの作成・普及活動 

    コミュニケーションボード作成システム等の周知、教員等への自閉症理解の研修会の開催等 

   ・災害時の障害者支援の充実 

    出前講座活動の推進、黄色と緑のバンダナの取組の推進、災害シンポジウムの開催等 

   ・「セイフティーネットプロジェクト横浜」の広報の充実 

    ホームページ、周知チラシ等を活用した活動の紹介等 

 

その事務局として、関係機関等との調整や、障害者や家族、支援者と共に障害理解を進める啓発

活動を行い、障害者の地域生活を推進します。 

 

ア 関係機関等との調整 

活動を円滑に行うために、地域住民や関係機関と障害団体・機関との調整等を行います。30

年度も引き続き、区社協等と協力しあいながら、地域防災拠点の関係者等への働きかけを丁寧

に進めます。 
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イ 出前講座活動の推進 

障害者や家族が、地域住民に自分たちのことを伝える出前講座活動の担い手を更に広げてい

くために、障害団体に働きかけを行います。また、区社協や地域ケアプラザ等と連携しながら、

地域住民に対し引き続き周知します。 

    

３－６ 地域福祉活動推進者の養成 
（１）地域活動リーダーの育成支援            【ウィリング横浜・地域福祉課】 

横浜の住民福祉活動の進展を目的として、地域福祉活動者のリーダーとなっていただきたい方々

が、自らの地域の課題の抽出や解決のために必要な手法を学ぶ研修を「地域福祉つなぎ隊研修」と

して引き続き実施します。 

 

（２）地域福祉推進事業          【 
地域福祉を推進するために広く市民に呼びかける公開講座、社会福祉法改正に伴う社会福祉法人

支援セミナー、「“地域をつなぐ”演習サポーター養成塾」等を実施し、地域福祉の推進を図ります。 

「“地域をつなぐ”演習サポーター養成塾」は、区社協職員を対象とし、地域活動リーダーをサ

ポートするため、実践的な手法を学ぶことを目的に実施します。 

 

３－７ ボランティア活動の推進・支援 
【市民活動支援課】（市補助金・福祉基金等） 

※以下の（１）～（２）の合計額 ３４，７３６千円［３３，６６１千円] 

（１）ボランティアコーディネート事業               【市民活動支援課】 
横浜市全体を対象とする広域ボランティアセンターとして、ボランティア・市民活動に関する

様々な相談に対応します。 

                                      (単位：件) 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

相談件数 
ボランティア関連 378 270 250 250 

その他一般    500 812 800 800 

ホームページ掲載件数      289 297 300 300 

Facebook 掲載件数         38 88 120 120 

 

ア ネットワークと情報を生かした総合相談支援 

区ボランティアセンター等の区域の支援組織や広域で活動する団体と連携して区域を超え

たコーディネートを行います。 

 イ ホームページやSNS等を活用したボランティアの情報提供 

    若い世代を中心にインターネットを使ったボランティア検索が行われていることを受け、

市域のボランティアセンターとして、ホームページやフェイスブック等の SNSを活用し、幅

広い年代層の住民に向けて、ボランティアに関する様々な情報提供を行います。 

また、プッシュ型の情報提供サービスとして「ボランティア情報配信サービス」を用いて、

積極的にボランティア活動への参加を促します。 

引き続きチラシや福祉よこはまなどの紙媒体を活用した情報提供も行っていきます。 

ウ 視覚障害者への情報提供支援 

視覚障害者の情報保障のため、個人からの音声訳、点訳、対面朗読、代筆依頼を受け、各

種ボランティアグループへコーディネートします。また、視覚障害者総合情報ネットワーク

「サピエ」を通じて、点字、デイジーデータ（視覚障害者等印刷物を読むことが困難な人々

のためのデジタル録音図書）等の情報提供を行います。 

 

（２）ボランティア団体の活動支援                  【市民活動支援課】 
ボランティア・市民活動に必要な活動資金となる民間助成金等の情報提供、活動場所の貸出、活

動時の保険加入の支援等、ボランティア・市民活動を支える事業を行います。 
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    ア 民間助成金情報の提供 

民間の法人等が募集するボランティア・市民活動を対象とした助成金に関する情報を集約

し、相談に訪れた方や区社協等への情報提供を行います。広く様々な方々が情報を入手でき

るよう、随時ホームページに情報掲載を行います。 

イ 活動場所の提供 

市民活動団体等を支援するため、ボランティアセンター諸室及びロッカー・レターケース

を貸し出します。 

また、視覚障害者支援活動のために使用する会場（点字製作室、録音室、テーププリント

室）については引き続き利用団体による自主運営を行い、協働で運営管理します。  

 

 

  ウ ボランティア保険受付事務 

ボランティアが安心して活動できるように、万一に備えたボランティア保険の受付事務を

行います。                                (単位：件) 

 

（３）社会福祉センターの管理運営             【総務課・市民活動支援課】 

（市指定管理料・利用料収入）１３２，６１４千円［１５５，１３９千円] 

 
ボランティア活動を目的とする市民の相互交流等により、市民の福祉意識の高揚と主体的な福祉

活動の推進を図り、市民の福祉の向上に寄与するため、場の提供、ボランティア活動に関する相談

対応、センターの管理を行います。特に利用者が満足できる設備の維持管理や市民活動情報の提供

に重点を置き運営を行います（指定管理期間：平成 30年４月１日～平成 35年３月 31日）。 

（単位：％） 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

社会福祉センター 稼働率 79.7 80.1 80.5 80.7 

 

ア 社会福祉団体の活動推進のための場の提供 

ボランティア団体等、社会福祉活動を行う団体が、適切に会場を利用できるよう施設を運

営します。稼働率の低い貸室については SNS等を活用した広報活動を行い、稼働率の向上を

図ります。また、より使いやすくなるよう利用条件の見直しを検討します。 

ボランティアの活動が広がることを目指して、利用団体同士の交流の機会を設けます。ま

た、その一環として社会福祉センターの場を活用して研修を行い、利用団体のスキルアップ

の支援を行います。 

 

イ ボランティア活動に関する相談及び支援 

各区ボランティアセンター、福祉団体・施設及び中間支援組織との連携のもと、市域のネ

ットワークを生かした情報提供を中心にコーディネートを行います。 

関係団体とのネットワークを生かし、新たなニーズ・課題に対応したボランティア事業の

推進や企業の社会貢献活動の充実等に取り組みます。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

ボランティア諸室 

登録団体（団体） 

ボランティア  

当事者   

51 

26 

ボランティア 

当事者  

47 

25 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

当事者  

45 

25 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

当事者  

45 

25 

ボランティア諸室 

利用実績（件） 
2,414 2,255 2,449 2,400 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

ボランティア活動保険 

受付件数 
390 427 270 270 

ボランティア行事保険 

受付件数 
169 167 170 170 
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（４）横浜子育てサポートシステム事業 
【市民活動支援課】（市委託料・繰越金）３９，５４６千円［３３，４６６千円］ 

地域の中での子どもの預かりを通して人と人とのつながりを広げ、地域ぐるみで子育て支援を進

めることを目的に事業の本部事務局を運営します。 

市内全区支部機能の移管が完了したことから、支部や行政との役割を明確にし、連絡調整や課題

の共有を行うとともに今後の事業展開の方向性について検討を進めます。 
 

ア 区支部の機能強化に向けた支援 

各区支部における課題の共有・解決に向けた検討、情報提供を行い、各区支部機能の強化

を図ります。また、コーディネーターのスキルアップを目的とした研修を行います。 

  イ 提供会員の確保、スキルアップに向けた支援 

提供（両方）会員登録希望者を対象に必要な知識・心構えを学ぶ機会を提供し、担い手の

育成やスキルアップの支援を行います。 

ウ 広報紙・ホームページによる広報 

ホームページによる情報発信に加え、会員や関係機関に向けた「子育てサポート通信」（年

２回）を発行することにより、サービスの利用促進及び提供会員の人材確保に取り組みます。 

 

３－８ 福祉人材の確保支援 
（１）人材確保・定着支援事業                     【ウィリング】 

（市指定管理料）１０,５４０千円［１２，３９９千円] 

福祉保健分野における恒常的な人材不足を解消するため、福祉保健職場の理解促進を目的に福祉

の仕事に関する個別相談をはじめとした各種事業を開催します。 

                                       (単位：人) 

「福祉保健・介護のお仕事個別相談」 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

ウィリング定期個別相談 110 80 100 100 

出張による個別相談   150 180 150 180 

 

ア 「福祉保健・介護のお仕事個別相談」の実施 

    福祉保健分野への就労を考えている方を対象に、仕事内容等情報提供を含めた個別相談を

行います。 

イ 福祉保健人材の発掘 

福祉保健に関係する機関と連携し、体験事業も含めた福祉保健のガイダンスを実施し、就

労に結びつくための効果的な啓発活動を行います。県内の社協と合同で、福祉関連学部以外

の大学・専門学校への訪問活動を強化し、福祉の仕事のやりがいや魅力についての理解を求

めていきます。 

    また、区社協が実施する区域の就職相談会については、周知や相談等の協力を行います。 

ウ 福祉のしごと☆魅力発見！事業の実施 

    福祉・保健分野で活躍されている職員をパネリストとした仕事紹介の講座を、「サントク

フェスティバル 福祉の魅力発見！」の中で実施します。 

社会福祉従事者養成機関が行う就職支援への協力、施設見学、就職相談会の機会を設け、

福祉の仕事への理解促進を図ります。 

 

（２）福祉人材の確保を促進する事業 
【施設福祉課】（市補助金）５７，４００千円[５２，８００千円] 

横浜市内の社会福祉施設等の人材確保につなげるため、主に福祉・医療分野の資格を取得しよう

とする方の修学等にかかる費用について、資金の貸付事業を実施します。 

 

ア 保育士修学資金貸付事業 

指定保育士養成校に在学し、市内保育所等で保育士業務に従事しようとする学生に対し、

修学資金を貸し付ける事業を実施します。 

貸付額：１人に対し 月額上限５万円×１年間＝60万円まで 
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 H29 実績 H30 見込 

申込み（人） 55 55 

借受人（人） 55 55 

貸付金額（千円） 33,000 33,000 

 

イ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業《拡充》 

ひとり親家庭への自立支援策として、親が就職に有利な資格を取得するため、養成校に入学

する際の入学準備金及び卒業時の就職準備金を貸し付ける事業を実施します。 

30年度からは、これまでの５資格（看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士）

に加え、歯科衛生士、理美容師、社会福祉士、製菓衛生師、調理師も対象となります。 

貸付額：１人に対し 入学準備金 50万円、就職準備金 20万円 

 H29 実績 H30 見込 

申込み（人） 20 74 

借受人（人） 18 74 

貸付金額（千円） 6,300 27,100 

 

 

（３）障害者福祉に関する研修事業 
【支援センター】（市補助金・繰越金）１，２６０千円［１，１９０千円] 

地域活動支援センター作業所型、障害者地域活動ホーム、障害者グループホーム、後見的支援室、

地域訓練会等の活動に関わる当事者・家族、関係機関職員等に対し、総合的な研修を実施します。 

 

ア 障害福祉研修（初任者研修兼用）（年５回） 

イ 障害福祉研修（所長・中堅職員向け）（年３回） 

ウ 医療・保健・衛生等研修会（年７回） 

エ 本人・支援者向け研修会（年２回） 

オ 施策動向研修会（年２回） 

カ 関係団体共催研修（年２回）    

キ 法定事業移行支援研修会（年２回） 

ク 障害のある当事者の話を聞く研修（年１回） 

 

（４） 社会福祉士養成課程の実習受入        【総務課・施設管理担当・地域福祉課】 
将来の福祉人材の確保・育成の一環として、社会福祉士及び介護福祉士法に基づく社会福祉士養

成課程の実習受入を行います。継続して実習指導者講習会への職員派遣を行うとともに、実習機関

となる区社協や地域ケアプラザとの協働により受入体制を整備します。 
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重点取組４  会員活動と地域福祉の推進 

 

４－１ 会員の拡充と連携による協議体としての機能強化《重点》 
【総務課・地域福祉課・市民活動支援課・施設福祉課・支援センター】 

（１）会員の拡充と連携による協議体としての機能強化 
各部会、連絡会議を開催し、会員相互の課題の共有・解決に向けた取組を進めます。 

  会員それぞれが抱えている課題や地域における課題を解決するために、本会の協議体としての強

み（会員の持つ専門性や会員相互の連携による課題解決力）を最大限に活用してもらえるよう、会

員の加入促進、市・区社協の効果的な部会（分科会）運営方法等について検討・取組を進めます。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

正会員数（団体会員数）（団体・施設） 1,494 1,510 1,514 1,520 

 

ア 経営者連絡会議 

    社会福祉施設を運営する会員法人の代表者（理事長等）による会議として、新たな時代

に対応した施設経営を行うための研修会や情報共有を行います。30年度は社会福祉事業連

絡会議と協力し、福祉人材の確保や地域における公益的な取組等について、関連情報の提

供とともに、会員法人のニーズに合わせた事業を実施します。 

イ 社会福祉事業連絡会議 

    社会福祉施設・事業所による種別毎の７部会（児童・保育・高齢・障害・生活医療・居

宅事業者・保育室）の正副部会長の連絡会議として、経営者連絡会議と協力し、会員施設

のニーズに合わせた事業を実施します。 

 

・児童福祉部会     

児童福祉法改正に対応した取組や分科会活動の充実を図ります。 

・保育福祉部会     

よこはま保育フォーラムの企画・運営や保育研究会の充実を図ります。 

・高齢福祉部会     

介護保険制度の改正に対応した取組や災害対策の検討等を行います。 

・障害福祉部会     

障害種別を超えた相互理解や種別活動の充実を図ります。 

・生活医療福祉部会   

福祉・医療連携への取組や研修会の充実を図ります。 

・居宅事業者部会    

部会のあり方について検討を行います。 

・横浜保育室部会    

子ども・子育て支援新制度に対応した部会活動の検討を行います。 

ウ 地域福祉活動連絡会議 

区社協や区民児協等、区域における地域福祉活動団体による種別毎の６部会（区社協、

地域組織、更生保護、民生委員児童委員、福祉ボランティア・市民活動、障害者団体）

の正副部会長が集まる連絡会議として、各団体の取組や課題等の共有や市・区社協の取

組や方針について情報提供し、団体間の連携を図ります。 

 

（ア）区社協部会 

      国、県、市域の福祉動向等の情報を提供するとともに、各区の取組や課題等を互いに

共有し連携を進めます。 

（イ）地域組織部会 

市・区社協の取組の情報提供や協力依頼を通じて地域活動の連携を図ります。 
（ウ）更生保護部会 

      各区保護司会、市更生保護女性連盟会長に対し、情報提供等の活動支援を行います。 
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（エ）民生委員児童委員部会 

      各区民生委員児童委員協議会会長、市主任児童委員連絡会代表に対し、情報提供等の

活動支援を行います。 

（オ）福祉ボランティア・市民活動部会 

18区のボランティア・市民活動に関する分科会・連絡会等の代表と、NPO法人を含め

た市域の活動グループとが、活動状況や抱える課題等の検討、研修等を行い、ボランテ

ィア・市民活動の活性化を図ります。 

（カ）障害者団体部会  

障害理解に向けた部会発行の啓発用リーフレットの活用方法を含めて、市民への啓発

活動を検討、実施するとともに、団体間の連携を進め、部会の活性化を図ります。 

 エ  部会の見直し 

子ども・子育て支援新制度や介護保険制度の改正等の現状に合わせ、部会等の体制の見 

直しを検討します。 

 

４－２ 市社協と区社協の部会(分科会)活動の推進《重点》 
【総務課・地域福祉課・市民活動支援課・施設福祉課・支援センター】 

（１）市社協・区社協相互の情報共有の強化 
市社協と区社協の部会の役割を整理し、本会の協議体としての強みや、市社協と区社協相互の連

携の強みを最大限に活用した部会活動を推進します。市社協の各部会の活動内容を定期的に区社協

へ提供し、また区域で解決できない課題を市域で検討できるよう、連携を図ります。 

 

（２）地域に根ざした会員活動の推進 
様々な立場、種別の会員同士が、相互の情報共有を通して、それぞれの組織課題や地域課題の解

決に向けて取り組みます。社会福祉法人に期待されている地域における公益的な取組等の実施に向

け、市社協・区社協の部会・分科会の機能を活用し、社会福祉法人の持つ資源を有効に活用できる

仕組みづくりに取り組みます。 

 

４－３ 部会を超えた課題解決の仕組みづくり《重点》 
【地域福祉課・施設福祉課】 

社会福祉法人の運営や地域福祉に関わる幅広い関係者で構成されている本会の協議体の強みを生

かし、会員の抱える共通した組織課題や新たな地域課題についての解決力を高めていきます。 

 

（１）部会相互の課題の共有・解決に向けた取組と活動の見える化 
会員施設の適切な運営に向けて、各部会活動が円滑に進むよう支援していきます。また共通する

課題を社会福祉事業連絡会議等で共有しながら部会相互の協力体制を構築し、課題の解決に向けた

取組を進めます。 

本会主催のよこはま地域福祉フォーラムにおいては、施設の種別を超えて、社会福祉法人・施設

による地域における公益的な取組等を広く市民へ周知します。 

第 61 回大都市社会福祉施設協議会（福岡市開催）へ、各部会から参加し、政令指定都市におけ

る社会福祉施設のあり方や課題等を討議し、必要に応じて国等への要望等を行うことで福祉サービ

スの向上につなげます。 

 

ア 各部会における分科会、研究会、プロジェクトの活動支援と活動成果の周知 

イ 社会福祉法人・施設の地域における公益的な取組等の事例紹介《再掲》 

よこはま地域福祉フォーラム等において、社会福祉法人・施設の地域における公益的な取

組等の事例紹介を行い、活動の見える化を図ります。 

ウ 第 61回大都市社会福祉施設協議会（福岡市大会）への参加 

     各部会から代表者が参加し、協議内容を共有します。 
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（２）福祉人材確保への取組 
福祉人材の確保・定着は各部会共通の課題です。高齢福祉部会が実行委員として参画する「かな

がわ高齢者福祉研究大会」や保育福祉部会の「よこはま保育フォーラム」において、現場の実践を

幅広く周知し、人材確保・育成につなげる取組を支援します。 
また、高齢福祉部会が実施する「介護施設のための人材確保事業（人材確保プロジェクト）」を

支援し、福祉施設の社会的意義や役割、働く職場としての魅力を広く市民に伝える取組を検討しま

す。 

 

４－４ その他施設・団体等の支援 
（１）社会福祉事業振興資金貸付事業 

【施設福祉課】（借入金・償還収入）１００，０００千円［１６０，０００千円］ 

  民間社会福祉事業の振興を図るために、民間社会福祉施設整備及び保育所購入にかかる資金の貸

付を実施します。なお、本資金貸付を前提とした横浜市の施設整備法人の募集が 26 年度末で終了

しており、本資金の新規募集についても 26 年度末で終了しています。但し複数年度にわたり整備

を行う施設があることから、本事業による新規貸付は30年度に終了する予定です。 

                              （金額：千円） 

 

H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

件

数 
金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

特別養護老人ホーム ２ 120,000 ２ 100,000 ０ － ０ － 

養護老人ホーム １ 20,000 ０ － ０ － ０ － 

グループホーム・ 

小規模多機能型居宅介護事業所・ 

複合型サービス事業所 

１ 20,000 ０ － ０ － ０ － 

障害福祉サービス事業所 ０ － １ 40,000 ０ － ０ － 

障害者支援施設 １ 40,000 ０ － ０ － ０ － 

保育所（施設整備） ８ 320,000 ４ 160,000 ０  １ 40,000 

保育所（購入） １ 4,000 ０ － ０ － ０ － 

乳児院 ０ － ０ － ０ － １ 60,000 

母子生活支援施設 １ 3,600 ０ － ０ － ０ － 

児童養護施設 ０ － １ 60,000 １ 60,000 ０ － 

障害児支援施設 １ 30,000 １ 60,000 ０ － ０ － 

計 16 557,600 ９ 420,000 １ 60,000 ２ 100,000 

 

（２）民間社会福祉事業従事者年金共済事業 
【施設福祉課】（掛金・拠出金）２，９３９，７２４千円、１，７６８，６９８千円  

［２，８６１，４８１千円、１，８７２，４４１千円］ 

本会会員である社会福祉施設等で働く職員の生活の安定を図るために、職員個人（加入者）と施

設が毎月掛けた掛金を運用し、退職の際に退職金等として給付する「年金共済事業」を行います。 

年金共済事業の安定運営のために、未加入法人等へ制度を周知し、契約法人・加入者数の増を図

るとともに、金融リスクに対応するため、資産の分散管理を行います。また、運営委員会を開催し、

定期的に制度及び資産運用状況を確認し、適切な資産運用方法を検討します。 

また、現行の事務処理システムは、法人・施設において手書き作成した書類を手入力する旧式の

バッチ処理として、導入から 25 年が経過しています。年々、加入者が増加し、多くの加入職員を

抱える法人・施設も増え、管理するデータ量や事務量も膨大になっています。 

そのため、電子申請方式による新システムの導入に取り組み、法人・施設における事務の簡素化・

省力化をはじめ、データのバックアップ等の安全なセキュリティ対策や各種データの活用による利

便性の向上等を進めます。 
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ア 年金資産の安定運用 
イ 各種給付（脱退給付金・慶弔給付金）の適正な実施 
ウ 運営委員会の開催 
エ 事務の簡素化・省力化 

 
 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 
加入者数          （人） 17,666 18,477 19,236 20,027 

掛金収入         （千円） 2,615,093 2,754,632 2,865,626 2,983,463 

給付金支出額（脱退給付金）（千円） 1,546,537 1,496,263 1,515,922 1,535,839 

給付件数（脱退給付金）  （件数） 1,977 1,975 2,003 2,032 

給付金支出額（慶弔給付金）（千円） 32,020 30,940 31,885 32,859 

給付件数（慶弔給付金）   （件） 1,439 1,371 1,412 1,454 

 

（３）民生委員・児童委員の活動支援                    【地域福祉課】 

横浜市民生委員児童委員協議会の事務局として、定期的に理事会や評議員会を開催し、地域の身

近な相談役である民生委員・児童委員、主任児童委員と社協が、より緊密な連携のもと地域福祉の

推進が図れるよう、各種会議の場を通じて情報提供等の活動支援や広報・啓発活動に積極的に取り

組みます。平成 29 年の民生委員制度創設 100 周年を機に策定した「これからの民生委員・児童委

員活動に関する行動宣言」の推進を図るため、区・地区民児協への支援を強化します。 

また、民生委員・児童委員が日々の活動の中で把握した様々な生活課題が、地区社協等の地域の

ネットワークで解決できる仕組みづくりを支援します。 

 

（４）共同募金運動への取組強化                     【地域福祉課】 

  共同募金は生活に困った人を救済する「国民たすけあい運動」としてスタートしました。現在、

地域では何らかの理由による社会的な孤立等見守りの必要な人が増加しており、「じぶんの町を良

くするしくみ。」として身近な地域の様々な福祉活動団体・グループに募金が配分されています。

共同募金運動は、住民等による助けあい活動を支える運動となっており、ますます大きな期待が寄

せられています。 

  神奈川県共同募金会横浜市支会の事務局として共同募金運動を進め、共同募金配分金運営委員会

等を通じて募金の適切な配分を目指し、配分を受けている団体や施設とも協力しながら、さらに共

同募金の意義や仕組み、重要性を多くの方にわかりやすく伝える取組を強化します。 
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重点取組５  社協の発展に向けた運営基盤の強化 

 

５－１ 調査・研究・企画及び広報機能の強化《重点》 
（１）調査・研究         【企画課】（福祉基金）２，１７１千円［３，６２８千円] 

全国的な動向や新たな制度、先駆的な活動及び時事に応じた課題等について、積極的に情報を収

集します。また、その情報を踏まえ、本会の具体的な取組方策について、関係部署・機関等と共に

検討します。 

さらに、各区社協、地域ケアプラザにおける地域支援の情報を集約するとともに、先駆的な取組

に協力し、地域福祉推進における横浜ならではのノウハウの蓄積や実践研究を進めます。 

 

（２）よこはま地域福祉フォーラムの開催 
【企画課】（会費、市補助金、市指定管理料、広告料収入等） ３，５８２千円[３，２７９千円] 

普段の暮らしのなかで進められている“横浜らしい支えあいの地域活動”を広く発信し、地域の

皆さまや支援者及び本会会員と共に共有することで、地域活動のさらなる活性化につなげること

を目的として、第４回よこはま地域福祉フォーラムを平成30年12月（予定）に開催します。 

 

（３）広報事業                     【企画課、市民活動支援課】 

（広告料収入・共同募金・市指定管理料・会費等）９，９３４千円［１１，４５５千円] 

本会の取組や地域の福祉保健活動、先駆的な取組事例について、各種広報媒体を最大限に活用

しながら情報を発信します。より多くの市民に地域（福祉）への関心をもっていただき、参加や

協力の輪が広がっていくことを目指します。 

 

ア 福祉よこはまの発行 

身近な福祉保健活動・ボランティア活動情報を発信・周知することで市民への福祉啓発を

推進し、活動への参加を促します。また、効果的な周知につなげられるよう、新たな周知・

配布先を開拓します。 

   ◆発行：年４回 Ａ４版８ページ 

   ◆部数：50,000 部  点字版・録音版 各 100 部  

  ◆配布先：自治会・町内会長、地区社協、地区民児協、市内小・中・高等学校、市内ＰＲ 

ボックス、市社協会員、市内クリニック（医院・歯科医院等）、調剤薬局等 

イ ホームページによる福祉保健情報の提供 

ホームページを通じて広く福祉保健関係情報や社協情報を提供します。また、バナー広

告の掲載を進め、財源の確保に努めます。 

（URL: http://www.yokohamashakyo.jp/） 

(単位：件) 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ数 733,568 736,519 741,000 750,000 

 
ウ 情報ツールを活用した効果的な広報の推進 

ブログ機能による即時性のある情報提供のしくみ等、SNS を活用した新たな情報発信を

進めます。また、動画を使用したＰＲ等新たな情報発信を検討します。 

 

（４）出版プロジェクト事業    【企画課】（販売収入）１，０９６千円［１，２５１千円］ 

本会が進めてきた地域支援の実践や各事業を通じて得た情報等をもとに、出版物の作成・販売を行う

ことで、本会の活動を広め地域福祉の向上に努めます。         

 

ア 出版物ＰＲチラシの作成、周知 

ＰＲチラシを作成し、広報紙や研修等の機会を利用して広く周知します。 

イ 出版物整理 

発行から一定期間が経過した出版物について、掲載内容等をふまえて販売継続の可否判断

を行う等、整理を進めます。 
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（５）障害者福祉に関する調査研究事業 

【支援センター】（市補助金）４７９千円［４７９千円] 

今後も増加傾向にある市内在住の特別支援学校等の卒業生（29 年度 764 名）の進路先を確保

するため、生徒の進路結果・希望・予測の調査により把握された課題を、福祉・教育・行政・

医療等関係機関で共有・解決していくため、「進路対策研究会」を開催します。 

また、医療的ケア等の専門的支援が必要な重度重複障害児・者及び強度行動障害・発達障害

等の自閉症児・者が、地域で活動・生活していくため、家族・福祉・教育・行政・医療等の関

係者が支援のあり方や対策を検討する懇談会を実施します。 

 

ア 「進路対策研究会」の開催 

（ア）特別支援学校等卒業生の進路状況調査及び全体会議・作業班会議の開催 

（イ）卒業生新規受入れ状況調査を横浜市と協働で実施 

（ウ）特別支援学校等と作業所型・活動ホーム等連絡会議の開催 

（エ）特別支援学校等と障害福祉サービス事業所との進路に関わる情報交換会の開催 

（オ）重心生徒の進路状況に関わる連絡会議の開催 

（カ）障害福祉に関する研修会の開催 

（キ）障害児者支援事業所等の見学会を実施 

※「進路対策研究会」構成校・団体 

横浜市在住の生徒が在籍する国立、県立、市立、私立の特別支援学校・養護学校、

フリースクール、サポート校、技能連携校等 43 校、神奈川県教育委員会、横浜市教

育委員会、横浜市健康福祉局で構成。事務局は障害者支援センター。 

イ 重度重複障害児者の進路と生活支援を考える懇談会（重心懇談会）の開催 

ウ 自閉症児者の支援に関わる懇談会（自閉症懇談会）の開催 

 

５－２ 地域福祉活動財源確保の取組強化《重点》 
【財務課・企画課・市民活動支援課】（福祉基金） 

※以下の（１）～（２）の合計額 ３７７千円［１，５０７千円] 

地域福祉活動財源の確保に向けて、本会に寄せられる寄付が、地域団体等への助成や社協の活動

財源として、地域福祉の推進に大きな役割を果たしていることを広く啓発し、そのことが更に寄付

に結びつくような「寄付文化の醸成」に取り組みます。 

 

（１）各種基金や善意銀行の運営          【市民活動支援課・企画課・総務課】 
保有する３つの基金（よこはま あいあい基金、障害者年記念基金、福祉基金）と善意銀行(金

銭・物品)を運営し、寄付を受け付けます。また、本会の活動への理解者を増やし、財政的な支

援をいただくため、賛助会員の募集を行います。 

 

ア 積極的な広報活動の実施 

従来の情報発信に加え、ホームページや SNS 等を活用し、寄付金を財源とした本会の取

組を多くの市民・企業に伝える取組を強化します。 

また、寄付者に対して寄付受領者と共に感謝の意を表す活動や、寄付者と寄付受領者が

直接出会う機会を積極的に提供します。 

イ 遺贈による寄付募集 

遺贈による寄付募集に関する相談に適切に対応するため、弁護士や税理士等の専門機

関と連携し円滑に受付・案内ができる体制を整備します。 

ウ 事業指定寄付の検討 

地域福祉の推進のために新たに取り組む、また拡充する事業のうち、財源確保が必要な

事業を選定し、事業単位の寄付制度の検討を行います。 

エ 賛助会費 

本会の活動に対する理解者を増やすとともに、自主財源を確保するため、賛助会員の募

集を行います。 

団体会員会費 １口 10,000 円／個人会員会費 １口  2,000 円 
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（２）寄付文化の醸成                       【市民活動支援課】 
市民や市民活動団体、企業等に、寄付の使途や成果を分かりやすく伝えるとともに、寄付が支

えあいの活動のひとつであることを市民に広め、寄付文化の醸成に取り組みます。 

特に、寄付に関する先進的な取組を行っている NPO・NGO 等と市社協等との寄付文化の醸成プ

ロジェクトに参画し、地域住民向けに社会課題についての理解を進める場づくりを協働して行い

ます。   

また、寄付文化の醸成に関するノウハウの共有を行い、共有した内容を地域や会員支援に活用

するための検討を行います。 

 

ア 共助の層を支える寄付についての啓発促進 

寄付の使途や活用実績等を分かりやすく示したリーフレットやホームページによる周

知を行い、寄付が共助の層を支えていることへの理解を広めるとともに、様々な寄付に関

する情報提供を行います。 

イ 寄付文化の醸成プロジェクトとの共催による啓発活動の実施  

寄付文化の醸成プロジェクトと共催で寄付促進に関するセミナー等を開催し、地域課題

の解決における寄付の意義などについて理解を進めます。 

 

５－３ 災害に備えた職員の配置体制や事業継続計画の整備《重点》 
【総務課・市民活動支援課・施設福祉課・施設管理担当】 

（１）災害時初動対応マニュアルの策定 
  職員の安否確認、施設の被害状況の確認等災害時の初動対応を適切に実施し、災害救援対策本

部の設置、事業継続計画の発動等を円滑に進めるため、参集訓練の結果や事業継続計画との連動

を意識した災害時初動対応マニュアルを作成します。 

 

（２）事業継続計画の整備 
被災時における必要な業務の継続や通常業務の早期復旧を目指して策定した事業継続計画が

適切に運用できるように、必要な見直しを行うとともに周知徹底を図ります。 

 

（３）他都市社協との連携強化 
  関東ブロック都県・指定都市社協災害相互支援協定に基づき、平時及び発災時の業務連携を行

います。 

 

（４）施設会員を対象とした情報収集と提供 
  災害時に備えて高齢福祉部会に災害対策プロジェクトを設置し、施設会員間の連携・協力・相

互支援の仕組みを構築します。 

 

（ア）情報伝達訓練の実施 

災害対策プロジェクトにおいて、高齢施設部会の会員施設を対象とした情報伝達訓練「被 

災状況報告訓練」を実施します。 

 

５－４ 人事異動、人事考課、研修を含めた人材育成の推進 
【総務課】（市補助金・会費）２，６５５千円［２，９７０千円]  

26年度に見直した人事給与制度や嘱託職員の専門職化、28年度の新規事業受託等による職員増に

伴い、各職場の職員構成に変化が生じています。このような事業推進体制の変化や法改正に伴う専

門職の確保に対応しながら、人材育成計画に基づき、役割及び職責に応じた人材育成を進めます。 

入職３年以内の職員が２割を超えることを踏まえ、職員の定着と各職場の職員指導体制を構築す

るため、管理職のマネジメント力を強化する階層別の管理職向け研修や、リーダーシップを学ぶ主

任向け研修、新任職員の育成担当者となる新人育成リーダー向け研修の充実を図ります。 
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（１） 人事考課、人事異動及び研修の実施 

「人材育成計画」に基づき、人事考課、人事異動、研修を効果的に連動させた取組を実施するととも

に、職務を通じた育成（ＯＪＴ）を中心とした育成体制の構築を目指します。 

社協職員に必要な職務能力を習得する機会創出と体系的な職員研修の充実を図り、ＯＪＴの推進を

始めとした組織内での育成を展開するための指導的立場の職員育成を行います。 

（単位：人） 

 H26 実績 H27 実績 H28 実績 H29 見込 

基幹研修・課題別研修（延べ人

数） 1,237 1,318 1,480 1,500 

 

ア 人事考課・人事異動・研修を連動させた取組 

人事制度と人材育成を連動させ、個々の職員の中長期的な能力開発を促進します。 

 (ア)人事考課制度を活用した目標管理と能力開発 

    (イ)計画的なジョブローテーションと配置に基づくバランスのとれた業務経験による職務能力形成 

    (ウ)人事考課面談、配置換え意向調書面談を通じたキャリア形成支援 

(エ)人事情報、研修受講履歴等の整備と活用 

イ 育成の３つの柱 

      職務を通じた育成を中心とし、職務を離れて行う育成と自己啓発の３つが効果的に実施できる

育成体制を推進します。 

    (ア)職務を通じた育成（ＯＪＴ：On the Job Training）の推進 

①管理職を中核とした全職員に対する日常的指導（個別ＯＪＴ）の充実 

②新人育成リーダー制度による採用１年目職員に対する育成 

（イ）職務を離れて行う育成（Ｏｆｆ－ＪＴ：Off-the Job Training）の推進 

①所属別集合研修の実施  

②市社協主催研修の実施（市社協各課で連携して実施） 

基幹 

研修 

階層別 新任職員、新人育成リーダー、２級職員、主任、管理職 

地域福祉実践力

向上 

地域福祉実践研修 

コミュニティソーシャルワーク 等 

実務 

研修 

課題別 

(基礎力向上) 
苦情解決、接遇・マナー、メンタルヘルス、労務管理 等 

業務別 各所管職種別・業務別プログラム（センター・プラザ、区社協 

あんしんセンター・福祉教育・ボランティア担当 等） 

③指名制による研修派遣の実施（階層別・課題別） 

全国規模研修(全社協 等) 管理職員研修、社協活動実践研修、福祉ビジョン 21 世

紀セミナー、全国会議、会計実務研修、社会福祉士実

習指導者講習 等 

県域規模研修(県社協 等) 市町村社協職員研修（事務局長、基幹・中堅・新任職

員）、プレマネジャー研修 等 

市域規模研修 

(ｳｨﾘﾝｸﾞ横浜・障害者支援ｾﾝﾀｰ 等)  

トップセミナー、障害福祉入門研修会 等 

④研修受講履歴の管理と活用 

⑤市社協主催研修での講師経験を通じた内部講師の育成 

⑥研修効果測定による内容の充実 

（ウ）自己啓発（ＳＤ：Self Development）の支援 

①資格取得等の支援（社会福祉主事・社会福祉士・介護支援専門員資格取得、介護支援専   

         門員・主任介護支援専門員資格更新支援 等） 

②自主学習グループ支援制度による支援 

③自己啓発職免制度による研究活動、外部機関等視察、社会貢献活動支援 

④中途退職者再雇用登録制度による進学等に伴う退職者の再雇用支援 
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ウ 障害者雇用の促進                             

障害がある人もない人も共に働く職場環境づくりに取り組み、障害者雇用を促進するため、

採用ルートの拡大や障害者を対象とした職員採用の実施、定着支援体制の整備を行います。 

 

５－５ 横浜市地域福祉保健計画の推進 
【企画課・地域福祉課】（会費・福祉基金等）４，３１０千円[２，６１８千円] 

（１）第３期横浜市地域福祉保健計画の推進  
本会の地域福祉活動計画と一体的に策定した第３期横浜市地域福祉保健計画について、計画の

柱立てに沿った取組を推進するとともに、第３期各区地域福祉保健計画推進の支援を行います。 

 

ア 第３期横浜市地域福祉保健計画評価の実施 

イ 区地域福祉保健計画担当者向け研修の実施 

 

（２）第４期横浜市地域福祉保健計画の策定  
  第４期地域福祉保健計画（平成31年度～平成35年度）の策定に向けた検討を行います。策定に

あたっては、本会理事会・評議員会や各部会にも意見聴取を行いながら進めます。 

 

 ア 横浜市地域福祉保健計画・横浜市地域福祉活動計画検討会の実施 

 イ 横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会への参画 

 ウ パブリックコメントの実施 

 

（３）地域協議会の実施〈再掲〉 
社会福祉法人・施設の地域貢献に係る地域協議会について、横浜市から運営を受託し、横浜市

地域福祉保健計画・横浜市地域福祉活動計画検討会のテーマ別検討会に位置づけて実施します。 

  

 ア 社会福祉充実計画の意見聴取 

 イ 社会福祉法人・施設の地域貢献活動の情報共有、推進に向けた課題検討 

 

５－６ 移動情報センター事業の推進 
【地域福祉課】（市委託料）１４２，５１４円［０円］ 

（１）移動情報センター事業の実施 
移動情報センターは、横浜市障害者プランに基づき、移動についての情報の収集・発信及び相談・

調整、人材発掘・育成等を行い、29 年度までに 18 区すべての区社協が受託し運営しています。各区の

センターが円滑に運営できるよう、各区会議への参加や情報発信・共有を通じて支援を行います。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

実施区 （区） 12 15 18 18 

相談件数（件） 1,647 2,267 2,600 2,800 

調整件数（件） 20,617 33,186 39,700    42,600 

 

ア 移動情報センター運営の支援 

各区社協と業務委託契約を締結し、移動情報センター事業を実施します。市社協では、市域

全体の移動情報センター事業の推進・運用のため、横浜市と連携しながら研修実施や情報提供

等の支援を行い、スキルの向上を図るとともに、担当者会議やコーディネーター連絡会を開催し、

相談・調整の機能を強化します。 

イ ガイドボランティア事務取扱の支援 

事務取扱団体（区社協）に登録されたガイドボランティアと支援対象者との支援活動に対し、ボ

ランティアへ奨励金を支給するガイドボランティア事業について、各区の実績を取りまとめ、適切

な事務執行を支援します。 
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５－７ 外出支援サービス事業及び区社協送迎サービス事業の支援 
    【地域福祉課】（市委託料）６７，５１３千円［６７，５１４千円］ 

（１）外出支援サービス事業の実施  
外出に困難を伴う在宅の高齢者・難病患者に対し、通院・行政機関等での手続き等の際に送迎

を実施し、外出する機会を提供します。 

また、安定した事業実施に向けて、各区社協の連絡調整を行い、事故防止対策の実施、接遇向

上のための取組を進めるとともに、今後の事業展開について横浜市と検討します。 

 

 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

利用件数（件） 20,006 17,991 17,000 17,000 

登録者数（人） 3,527 3,431 3,400 3,400 

 

ア 外出支援サービス事業の実施 

     各区社協と業務委託契約を締結し、外出支援サービス事業を実施します。市社協では各

区社協の連絡調整、事故防止対策や接遇向上のための取組等を行います。 

イ 送迎サービス事業の見直し 
     各区の実施状況を把握し、送迎サービス事業のあり方について検討します。 
 

５－８ 生活福祉資金貸付事業の推進 
【地域福祉課】（県社協委託料）１２４千円［１２５千円］ 

（１）生活福祉資金貸付事業  
低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯を対象とする生活福祉資金の貸付を行い、世帯の自立を

支援します。本会では横浜市や県社協との連絡調整を行うとともに、相談実態、区役所や家計相

談支援機関等との連携状況等各区社協の状況を把握し、対象者支援にあたっての課題や事業推進

ポイントを整理し、生活福祉資金事業の方向性を検討します。 

 

【資金別貸付決定件数】                            （単位：件） 

資金名 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

総合支援資金 6 2 5 5 

福祉資金 36 34 40 45 

教育支援資金 549 610 600 640 

緊急小口資金 52 23 50 60 

不動産担保型生活資金 6 10 8 8 

臨時特例つなぎ資金 1 1 5 1 

計 650 680 708 759 

 

ア 生活福祉資金担当者会議の開催 

担当者会議を開催し、生活福祉資金に関連する全国・県・市の動向を情報提供するとと

もに、生活困窮者自立支援制度各事業との連携状況等、各区の取組を共有します。 

イ 相談対応のスキルアップ 

相談援助に関する研修の実施や相談事例の共有により相談対応のスキルアップを図り

ます。 

  ウ 生活困窮者自立相談支援機関との連携 

      借受世帯に対し、生活困窮者自立相談支援機関と連携した支援ができるよう、横浜市や

神奈川県社協との連絡調整を行うとともに、区社協担当者・相談員向けに研修を実施しま

す。 
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５－９ 効果的な助成金制度の構築・実施≪重点≫ 
【市民活動支援課】（善意銀行・各種基金）１０８，１１９千円［１００，８６０千円］ 

（１） よこはま ふれあい助成金の実施 
身近な地域での助けあい活動や障害当事者活動の継続実施の支援、新たな課題に対応する住民

主体の活動を促進するため、助成制度を通じた団体活動支援を行います。 

30 年度から、ふれあい助成金〈区社協受付分〉の基準を全区統一し、生活支援体制整備事業の

推進によりニーズの高まりが予想される家事・生活支援活動や集いの場を中心とした活動の創出

への支援を進めます。 

                  （助成件数：件／助成金額：千円） 

 H27 実績 H28 実績 H29 実績 H30 見込 

地域福祉保健計画区分 

（市社協受付分） 

助成件数 14 16 13 13 

助成金額 5,590 5,496 5,145 5,500 

継続的奨励助成区分 

（区社協受付分） 

助成件数 1,889 1,932 1,935 2,076 

助成金額 83,364 83,492 83,490 109,218 

 

ア 「よこはま ふれあい助成金」の円滑な運営 

ふれあい助成金運営委員会・幹事会を開催し、助成制度の効果的運営について協議する

とともに、助成決定について審査を行います。 

イ 助成金を通じた団体活動支援の推進と助成成果の周知 

年度途中に助成団体へのヒアリングや現地訪問を行い、助成事業の進捗状況の把握を行

うとともに、活動に関する情報提供やアドバイスを行います。 

また、助成団体の活動について広く地域に広報する機会をつくり、助成の成果を周知す

ることで助成金に対する理解を広めます。 

 

５－10 市社協運営施設の機能強化 
 

本会では以下の指定管理施設を運営しています。（行政区順） 

地域ケアプラザ 

１ 横浜市潮田地域ケアプラザ 10 横浜市荏田地域ケアプラザ 

２ 横浜市寺尾地域ケアプラザ 11 横浜市もえぎ野地域ケアプラザ ※1 

３ 横浜市反町地域ケアプラザ 12 横浜市葛が谷地域ケアプラザ 

４ 横浜市麦田地域ケアプラザ 13 横浜市東戸塚地域ケアプラザ 

５ 横浜市東永谷地域ケアプラザ 14 横浜市豊田地域ケアプラザ 

６ 横浜市上白根地域ケアプラザ 15 横浜市下和泉地域ケアプラザ 

７ 横浜市並木地域ケアプラザ 16 横浜市二ツ橋地域ケアプラザ 

８ 横浜市篠原地域ケアプラザ 17 横浜市二ツ橋第二地域ケアプラザ 

９ 横浜市長津田地域ケアプラザ  

老人福祉センター・地区センター 

１ 老人福祉センター横浜市野毛山荘 ※2 ４ 老人福祉センター横浜市ユートピア青葉 ※1 

２ 老人福祉センター横浜市福寿荘 ５ 老人福祉センター横浜市つづき緑寿荘 ※3 

３ 老人福祉センター横浜市晴嵐かなざわ ６ 横浜市都筑地区センター ※3 

障害者研修保養センター 

１ 横浜あゆみ荘    

※1 老人福祉センターユートピア青葉と横浜市もえぎ野地域ケアプラザは複合館です。 

※2 老人福祉センター野毛山荘では、通所介護事業も実施しています。 

※3 老人福祉センター横浜市つづき緑寿荘と横浜市都筑地区センターは複合館です。 
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（１）地域ケアプラザの運営 
【施設管理担当】（市指定管理料・介護保険料等） ２，７８６，９９８千円［２，８８６，４２７千円］ 

   横浜市の地域ケアプラザは、市民の誰もが住み慣れたまちで安心して暮らせるよう地域におけ

る身近な福祉保健の拠点として、相談機能や地域活動・交流等の事業を実施する横浜市独自の施

設です。現在、137 か所（平成 29 年７月現在）が設置されており、本会ではこのうち 17 施設を

運営しています。 

平成３年発足当初の地域活動交流事業（横浜市独自事業）・通所介護事業・相談事業に加え、

平成 12 年からは居宅介護支援事業が、更には平成 18 年からは地域包括支援センター事業が開

始されています。平成 28 年には、介護保険法改正による生活支援体制整備事業の開始に伴い、

各地域ケアプラザに生活支援コーディネーターが配置される等、地域ケアプラザの体制の強化

が図られました。これまで積み重ねた実績を基に地域ケアプラザの機能を発揮し、関係機関と

連携しながら「地域のつながりづくり」の仕組みを構築していきます。 

介護報酬改定や諸制度の変更に対応し、適切な施設運営を進めるために、効率的な各職種会議

を開催します。また、各職種の課題に応じた人材育成を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 地域包括支援センター事業 

社会福祉士・保健師等・主任ケアマネジャーの３職種が、次の事業等を通して高齢者を

中心とした地域住民の安心した暮らしを支援しています。 

（ア）総合的な相談支援及び権利擁護事業 

（イ）介護予防のための各種講座の企画運営 

（ウ）介護予防ケアマネジメント 

（エ）包括的・継続的ケアマネジメント 

イ 地域活動・交流事業 

     地域ケアプラザ設置当初から横浜市独自事業として、地域活動・交流コーディネーター

が配置され、次の事業等を通して障害者や子育て等の誰もが自分らしく暮らせる地域づく

りを進めています。 

（ア）地域ニーズに即した自主事業の企画運営 

（イ）福祉保健活動推進のため、活動の場の提供（貸館業務）、ボランティア・担い手育成、 

情報の収集や発信 

（ウ）福祉啓発・福祉教育の推進 

ウ 生活支援体制整備事業 

生活支援体制整備事業の開始により、第２層生活支援コーディネーターが配置されまし

た。地域活動・交流コーディネーターや地域包括支援センター３職種と連携を図りながら

地域の課題に応じた協議体等の開催を通じて生活支援体制づくりを推進します。特に本会

運営の地域ケアプラザにおいては、区社協に配置されている第１層生活支援コーディネー

ターと連携・協働することで、それぞれの強みを生かした地域支援を進めます。 
 

地域ケアプラザ実施事業 

地域包括支援センター事業 

生活支援体制整備事業 

地域活動・交流事業 

通所介護事業 

居宅介護支援事業 

介護予防支援事業 

介護保険事業 指定管理事業 
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エ 介護保険事業 

介護保険法に基づき、自立支援を目的に各介護保険事業を実施します。 

（ア）通所介護事業・介護予防通所介護 

法人の「デイサービス提供方針」をもとに、利用者一人ひとりがその人らしく健やか

に過ごせるサービスを提供します。利用者に選ばれるサービスの質を確保し安定経営を

図るため、事務の効率化と職員研修の充実を図ります。 

（イ）居宅介護支援 

アセスメントに力を入れ、自立支援の視点を持った適切な居宅介護サービス計画書や

介護予防サービス支援計画書を作成し、関係機関と連携しながら在宅生活を支援します。

また、要介護認定調査を受託します。 

（ウ）介護予防支援事業 

利用者が、自身の目標達成に向け、意欲的に生活できるよう適切な介護予防サービス

支 援計画書を作成し、要介護状態にならないよう支援します。 

オ 生活援助員派遣委託事業の運営 

横浜市からの委託により、次の２施設の地域包括支援センター内に生活援助員を配置し、

当該エリア内の横浜市高齢者用市営住宅等に暮らす当事業利用高齢者に対し、相談・安否

確認・緊急対応を行います。 

・横浜市上白根地域ケアプラザエリア／グリーンヒル上白根 

・横浜市長津田地域ケアプラザエリア／長津田スカイハイツ 

≪主な業務内容≫ 

（ア）生活に関する相談及び助言 

（イ）各戸訪問及び緊急通報装置の運用等による安否の確認 

（ウ）緊急時の対応 

（エ）関係機関等との連絡 

 

（２）老人福祉センター・地区センターの運営 
 【施設管理担当】（市指定管理料・事業収入・負担金収入等）３２０，０９８千円［３２３，９４４千円］ 

地域に開かれた身近な交流拠点として基本事業の他に自主事業を実施し、地域住民の健康と福

祉・文化の向上を図ります。 

ア 委託事業 

（ア）地区センター：学齢期児童向け事業、図書の整備・貸出 

（イ）老人福祉センター：介護予防事業、大広間・入浴事業、生活相談・健康相談 

（ウ）共通：趣味・教養講座の実施、関係団体への会場提供、広報紙の発行 

イ 地域活動事業 

地域の特色に合わせた独自の活動を実施します。地域の小・中学校とも連携し、体験学

習の受入や交流を行い、地域に根ざした取組を行います。 

ウ 介護予防事業 

   老人福祉センターを通いの場として位置付け、センターへ来館することが高齢者の生活

の一部に取り入れられ継続されることで「介護予防」や「孤立予防」につなげます。 

エ 個別支援 

老人福祉センターでは、近年、認知症が疑われる方等、支援を要する状態の方のご利用

が増えています。その方らしく生き生きと過ごしていただけるよう様子を見守りながら、

必要な場合には関係機関（区役所、地域包括支援センター、ケアマネジャー等）につなげ

る等の個別支援を行います。 

 

（３）横浜あゆみ荘の運営 
【支援センター】（市指定管理料・利用料収入他）２７８，００４千円［２５３，１５１千円] 

障害者とその家族等が、安心して利用できる宿泊事業と、障害者の社会参加や余暇支援のための研

修及び自主企画事業等を実施します。また、レストラン運営にあたっては、事業者と連携・協力し、安心

安全でおいしい食事提供に努め、運営におけるさらなる利用者の満足度向上を目指します。 
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 H27 実績 H28 実績 H29 見込 H30 見込 

宿
泊 

利用者数(名) 7,518 7,716 7,400 7,600 

稼働率(％) 64.9 66.6 61.2 66.0 

休
憩 

利用者数(名) 2,273 2,185 2,120 2,200 

稼働率(％) 13.6 13.0 12.0 13.0 

 

ア 宿泊・研修事業 

障害者とその家族等が安心して宿泊・休憩の利用ができるようにサービス向上を図りま

す。ウィリング横浜等と連携した研修や障害当事者が交流できる研修を実施します。 

イ 障害者余暇活動支援事業 

従来から実施する障害者向け事業のさらなる内容充実を図るとともに、地域の団体や住

民と連携して実施します。 

ウ 啓発事業 

障害理解の啓発を目的に、近隣住民等に向けた研修を実施します。 

エ レストラン運営の安定に向けた取組 

事業者と定期的な話し合いの場を持ち、運営面の情報共有と課題の解決に向けて取り組

みます。 

 

５－11 災害時のボランティアコーディネート機能の推進 
【市民活動支援課】 

 発災時の災害ボランティアセンターの運営に向けて、関係団体・機関等の協力支援体制の基盤整

備を行います。 

 

（１）市災害ボランティア支援センターの運営準備 
 災害時に備えた関係団体・機関等の協力支援体制の構築に向け、災害ボランティアネットワー

クを推進します。 

 

ア 横浜市災害ボランティア支援センターの設置・運営に関わる整備 

横浜市、横浜災害ボランティアネットワーク会議と連携し、区災害ボランティアセンタ

ーを総合的に支援する横浜市災害ボランティア支援センターの設置・運営に関わる整備を

行います。また、災害時のボランティア活動が円滑に行われるよう、NPO 等の支援団体と

の連携を進め、センター運営時の役割分担等の仕組みづくりに取り組みます。 

イ コーディネーターの育成及び機材・備蓄の整備 

      災害ボランティアコーディネーター研修会や災害ボランティアセンター設置訓練を行

うとともに、機材・備蓄の整備もあわせて行います。 

 

（２）区災害ボランティアセンターの運営体制の構築 
  災害時に備えた関係団体・機関等の協力支援体制の構築へ向け、各区に加えてブロック単位での

体制整備の支援を行います。 

 

ア 各区災害ボランティアセンターの開設準備 

各区災害ボランティアセンター開設・運営マニュアル整備の支援や、図上訓練実施への協力

等を通じて、災害時に備えた区社協の体制整備をすすめます。 

また、区災害ボランティア担当者向けの担当者会議や研修会を実施し、開設するための課題

確認や、実践的な研修会を開催します。 

イ 各区災害ボランティアセンター間の協力体制の構築 

ブロック別区災害ボランティアセンターネットワーク連絡会や市・区災害ボランティアセンター設

置訓練の同時開催を通じて、災害時における各区災害ボランティアセンター・災害ボランティアネ

ットワーク間及び、市災害ボランティア支援センターとの相互連携を強化します。 
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ウ 関係機関や NPO との連携強化  

災害時のボランティア活動が円滑に行われるよう、NPO 等の支援団体との連携強化を進

め、センター運営時の役割分担等の仕組みづくりに取り組みます。 

 

５－12 運営基盤強化に関わるその他の事業 
内部管理体制の基本方針に基づく本会の運営基盤の強化や法人ガバナンスの確保、リスク管理体

制の強化等を図ります。内部管理に係る規程等に基づき、適切な業務執行体制の確保と事業運営の

透明性の向上に取り組みます。また、市民の期待に応え、信頼される組織として地域の福祉活動を

より一層推進することを目的として、コンプライアンス推進に向けた取組を進めます。 

 

（１）内部管理体制の整備                      【総務課・財務課】 

 

ア 経営に関する管理体制 

   内部管理体制の基本方針に基づき、経営組織のガバナンス強化や事業運営の透明性の向

上に取り組みます。 

（ア） 職務執行体制の確保 

 適切な業務執行が行われるよう、理事会、評議員会及び各種委員会等を適宜開催し、

事業運営及び役職員の適切かつ迅速な職務執行体制を確保します。 

（イ） 監査体制の確保 

 経営組織管理体制及び財務規律を強化し、効率的かつ適切な業務執行を行うことを

目的に、会計監査人監査及び監事監査を実施します。 

 

  イ リスク管理に関する体制 

     法人の経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重大なリスクや、業務執行上のリスクに

対し、各種規程の遵守や、職員への研修等を通じて、適切なリスク管理体制の確保を目指

します。30 年度は、情報管理体制の強化として、事務・事業で取り扱う情報資産の管理に

伴う各種規定やマニュアル等の整備を進めるとともに、業務システムの整備・運用等によ

り適切な情報管理体制の確保に取り組みます。 

 

ウ コンプライアンスに関する管理体制 

コンプライアンス推進委員会等を通じ、部門を超えたコンプライアンス推進の取組検討

を行い、組織全体の推進体制を強化します。 

（ア）内部監査の実施 

事務・事業の適正化や事件・事故の未然防止を目的とし、各職場における自己点検

と監査チームによる業務監査、会計監査を実施します。 

（イ）事件・事故情報、ヒヤリハット等の共有 

各職場で発生した事件・事故、事務処理ミスについて、組織全体で共有し、原因分

析と対策を行うことにより、再発防止につなげます。また、事件・事故、事務処理ミ

スを未然に防止し、日常的に職員全体の意識醸成を図るため、ヒヤリハット事例の共

有を行います。 

（ウ）ハラスメント防止の推進 

セクシャルハラスメントやパワーハラスメントをはじめとする、様々なハラスメン

トを防止し、職員が生き生きと働きやすい職場づくりを進めます。 

（エ）苦情解決等の取組 

ご意見箱・窓口満足度調査をはじめ、苦情解決等の取組を進め、市民及び利用者が

意見や要望を出しやすい環境づくりを行うとともに、苦情等をニーズとして受けとめ、

利用者の権利擁護、事業・サービスの質の向上に取り組みます。また、業務の効率化

や質の向上に取り組むため職員提案制度等を実施します。 
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（２） 組織運営に関するその他の取組    
 

ア 「協約」の推進                             【総務課】 

地域福祉の推進に向けた経営基盤の強化を図るため、横浜市と締結した経営の方向性及

び協約を着実に実行します。 
◆団体経営の方向性及び協約の期間：27年度～30年度 

イ 横浜市社会福祉大会の開催                       【総務課】 

市内で様々な福祉活動に携わってこられた方々の功績を讃えるとともに、福祉の担い手

に対する支援と市民への啓発を通じ、地域福祉の推進を図る目的で開催します。 

◆開催時期 平成 30 年 11 月 13 日（火）予定 

  ウ 31年度 指定都市社協・民児連連絡協議会の開催に向けた準備  【総務課・地域福祉課】 

     31年度は、横浜市が幹事市となり開催するため、30年度から会議構成の検討、実施会場

等との調整を進めます。また、30年度岡山市で開催される協議会に職員を派遣し、本市開

催に向けて状況把握及び情報収集を行います。 

 



－38－ 
 

運営施設 各施設運営方針 

１ 都筑センター（老人福祉センター 横浜市つづき緑寿荘・横浜市都筑地区センター） 

 

 
 「みんな」が居心地の良い、また来たいと思える施設を目指します。 

全ての世代がここに来れば何かが見つかります。子どもにとっては遊びや勉強の場、子育て中の父親母親

にとってはほっとする場・楽しめる場、ボランティアをしたい人にとってはその人らしさを発揮できる場、

高齢者には生きがいづくり・健康づくり・仲間づくり（介護予防）となり、明日への活力を得る場としてい

きます。 

また、地域住民が安心安全のことや生活課題への対応のこと等を検討し実行する際は、ネットワークの一

員として「地域をつなぐ」場となります。 

これからも、不安を抱える利用者の声を聴き、関係機関・団体と協力し、安心していつまでも利用できる

よう支援します。そしてみんなに喜ばれ「笑顔あふれる」施設となるよう運営していきます。 

 

２ 老人福祉センター 横浜市福寿荘 

 

 

老人福祉センター本来の設置目的である、高齢者が健康で明るい生活を楽しむために、教養の向上を目的

とした様々な講座や、介護予防を目的とした研修会を開催します。 
さらに、指定管理者として横浜市社会福祉協議会が運営する福寿荘は、地域住民、関係団体、行政や区社

会福祉協議会と協働して、利用者が地域で安全に安心して生活していくために、見守りから個別支援が出来

る施設を目指します。 
 

３ 老人福祉センター 横浜市野毛山荘 

 

 
老人福祉センターとデイサービスセンターとの複合館であることの強みを活かした事業展開を目指しま

す。近隣の地域ケアプラザ、地区社協等関係機関と連携して、利用者の皆さんがボランティア活動を通じた

社会活動や生きがいづくり、社会参加のための教養・娯楽の機会や健康増進・介護予防等を安心して進めら

れる施設運営を心がけます。また、利用者が抱える課題への個別支援を推進して見守り機能の充実を目指し

ます。 

デイサービス事業においては、利用者の自立支援と重度化予防の支援のため1人ひとりに合わせた個別機

能訓練の充実や利用者・家族に寄り添ったサービスの提供を行い、利用人数の増加を図ります。また、安定

した収益の確保と効率的な予算の執行が、より良い施設運営・サービスの提供につながることを全職員が意

識し事業展開を図ります。 

 

４ 老人福祉センター 横浜市晴嵐かなざわ 

 

 

高齢者の教養の向上やレクリエーションの機会を提供して、多様な高齢者の社会活動を支援します。また、近

隣施設との地域交流や世代間交流事業に取り組み、地域に開かれた施設として高齢者の仲間づくりを支えます。 

さらに、区社協・区福祉保健センター・地域ケアプラザ・就労支援スポット及び区シニアクラブ連合会等の関

係機関との連携による事業を推進します。 
 
 

スローガン： 利用者が地域で安心して安全に生活できる施設運営を目指します 

スローガン： 人とひと  ツナガル  晴嵐！ 

スローガン： 地域をつなぐ 笑顔あふれる みんなの居場所 

スローガン： ｢笑顔の挨拶 思いやりの心｣でホットできる居場所を目指します 



－39－ 
 

５ もえぎ野センター（老人福祉センター 横浜市ユートピア青葉・横浜市もえぎ野地域ケアプラザ） 

 

 

老人福祉センター・地域ケアプラザ複合館という特性を活かし、部門間連携により幅広いニーズに対応し、

サービスの質の向上に努めながら職員一体となって、「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみん

なでつくりだす」ことを目指します。 

地域のつながりを大切にし、地域の皆様が主体的に助けあい、支えあうまちづくりを進めます。これまで

以上に地域の皆様にとって身近な施設として、また役割が知られ、人と人とをつなぐ拠点となるよう取り組

みを進めます。 

 

６ 横浜市二ツ橋地域ケアプラザ 

 

 
「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」を実現するために、区社協・地区

社協等と協力し、住民同士が共に助け合える地域づくりを目指します。 

また、法人の人材育成計画、求められる職員像、専門職としての資質の向上等に沿った人材育成をすすめ、

職員間のコミュニケーションを大切にし、風通しの良い職場環境を整えます。介護保険部門については、法

令遵守と安定した経営を目指します。また、職場全体でリスクマネジメントに取り組み、信頼される施設運

営を行います。 

 

７ 横浜市並木地域ケアプラザ 
 

 

潮風と緑に囲まれた自然豊かな環境の中で、地域の方が、誰でもいつでも気軽に訪れることのできるプラ

ザを目指しています。 

地域が目指す「みんなの顔が見える街」「生涯住み続けたいと思う街」に向けて、地域の皆さんと一緒に

考え、地域の目指す方向へ、関係機関と連携しながら共に進んでいきます。 

 
 

８ 横浜市荏田地域ケアプラザ 

 
 
「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」という本会の理念実現のため、地

域ケアプラザの各部門が捉えた地域課題を全部門で共有し、各部門が力を合わせて地域課題の解決に取り組

むとともに、区役所・区社協との連携、地域住民との協働を進めます。 

また、施設運営に当たっては、全職員のコスト意識とリスクマネジメント力の向上に努めるとともに、利

用者増加に向けた取組を継続し、安定的な運営を目指します。 
 

９ 横浜市反町地域ケアプラザ 

 

 
『誰もが安心して自分らしく暮らせる地域づくり』、『質の高いサービスの提供』、『施設の安定的な経営』

を施設の共通目標とし、全部門をあげてその達成に向けて取り組みます。 

全職員は、『ご利用者、住民の安心・安全で豊かな暮らしのためには何が必要か』、『施設として、部門と

して、自身として何をなすべきか』を常に考え、笑顔・主体性・チームワークを基本として行動します。 

職員の笑顔、ご利用者や地域の皆さまの笑顔、みんなの笑顔を大切にします。 

スローガン： 大きな輪！地域とともに大きな輪！ 

スローガン：  海と緑 笑顔でふれあう心と心 

スローガン： 地域ケアプラザの総合力で地域課題の解決に取り組みます 

スローガン： みんな笑顔でチームたんまち 

スローガン： つながりを「絆」にしよう もえぎ野センター 
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10 横浜市葛が谷地域ケアプラザ 

 

 
25 年目の葛が谷は、今まで積み重ねてきたものを大切にその中にある新しさを常に追求していきます。

すべての利用者・相談者が「ああ、葛が谷でよかった！」「葛が谷に行こう！」そして、「いいね！！葛が

谷！！」と思っていただけるケアプラザを目指します。また、地域の皆様と共に見守り支えあいの活動や誰

もが活躍できる場作りを一緒に進めます。 

 

11 横浜市東戸塚地域ケアプラザ 

 
 

「お困りごとを受けとめ、つなぐ拠点」、「地域から愛され、信頼される拠点」、「利用者の笑顔、スタ

ッフの笑顔」をモットーに、個人や地域における課題解決に向けて、それぞれに寄り添いながら支援の形や

仕組みづくりを一緒に考え、進めます。また、職員一人ひとりが取り組むべき役割を認識し、安定した経営・

運営を考え、実践します。  

 

12 横浜市豊田地域ケアプラザ 

 

 
皆様から頼られる地域ケアプラザを目指し、地域活動交流、地域包括支援センター、生活支援体制整備、

居宅介護、通所介護の５部門の力を総合し豊田地域の「安心して暮らせるまちづくり」の一助となれるよう

業務を推進します。 

そのために「職員のスキル向上」「部門間連携」「安定経営」を意識しながら、区や区社協と連携し、地域

の方々が主体となり、地域共生社会を実現できるよう、共に歩みを進めます。 
 

13 横浜市潮田地域ケアプラザ 

 

 

 
本会の活動理念である「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」の実現に  

向けて、自治会・町内会や地区社協、区社協、区役所等の関係機関と協働し、地域の方々がお互いに助けあ
いながら主体的に活躍できるような地域づくりに取り組みます。 

特に地域の皆さんと一緒に作成したスローガンの｢うしおだは みんなしんせつ おとなりさんは だい

じょうぶ？｣を合い言葉に見守り活動を中心に「我が事・丸ごと」の地域づくりを推進します。 
また、制度改正や社会情勢の変化に対応し、業務を遂行するとともに職員が協力し合い、安定的な経営を

行います。 

 

14 横浜市長津田地域ケアプラザ 

 

 
地域の最も身近な施設として、長津田地域ケアプラザが最も大切にしていることは、地域の皆様と共に歩むこ

とです。地域の現状を知り、課題を共有し、その解決を将来に向け実施することです。その実現のために、区社

協及び区役所との連携を深め、各関係機関とつながりを作りながら実施します。 
また、介護保険事業は法令遵守に基づき、適切なサービスの提供に努め、安定した経営を行います。さらに、

生活の基盤である地域の特徴を知り、自分らしく暮らせるという視点を持ちながら運営を行います。 

スローガン： うしおだは みんなしんせつ おとなりさんは だいじょうぶ？ 
・・・お互いに力を出し合って・・・ 

スローガン： いいね！！葛が谷！！ 

スローガン： 地域ファースト 

スローガン： 「動く、役立つ、発信する地域ケアプラザ、長津田！」 

スローガン： つくろう仲間 ふやそう笑顔 スマイル東戸塚 
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15 横浜市上白根地域ケアプラザ 
 

 
 誰もが安心して自分らしく暮らせる地域づくりのため、また地域ケアプラザが世代を超えて、地域の皆さ

まに愛される拠点であるために、「まちぐるみ」で推進する福祉保健活動を、通所介護や居宅介護支援の介

護保険事業による個別支援と地域包括支援センター、地域活動交流、生活支援体制整備、高齢者用市営住宅

等生活援助員派遣の地域ケアプラザ各事業の総力で、地域の皆さまと共に進めて参ります。 
 

16 横浜市寺尾地域ケアプラザ 

 

 
地域住民が笑顔で安心して暮らせる地域を構築するために、非常勤職員も含めて職員間のコミュニケーシ

ョンと連携をさらに強化していきます。アセスメントシートを更新し職員間で情報を共有し、単位町内会毎

に寄り添った支援を行い、地域と一緒に地域課題を解決していきます。介護保険部門も個々の支援から、地

域を笑顔にするため、利用者に寄り添ったサービスを提供し、自分らしい生活を送ってもらえるよう自立を

目指し支援してきます。 
 

17 横浜市下和泉地域ケアプラザ 

 

 

 

 「地域の身近な福祉保健の拠点」として「地域づくり」「地域のつながりづくり」を行うとともに、地域

及び行政と連携し地域の中での孤立を防ぎ、支援が必要な人を把握し支援を行います。 

〇地域ケアプラザを拠点にして、地域住民や地区社協をはじめとする地域の関係機関と協働し、身近な地域

の見守りたすけあい活動の推進に取り組みます。 

〇「男性の孤立防止、社会参加の促進」を５職種の共通テーマとして、事業を展開します。 

〇職員全体で地域住民から信頼される施設を目指します。 

 

18 横浜市篠原地域ケアプラザ 

 

  
安心・安全なサービス提供を図るとともに適正な業務遂行に努め、より信頼いただける施設を目指します。 

また、地域共生社会及び横浜型地域包括ケアシステム構築に向け、福祉保健・地域交流の拠点として、誰もが

安心して暮らし続けられるよう地域の特性に応じた地域づくりを進めます。 

身近な地域で行われている支えあいや、見守り活動の更なる充実を支援し、共助の層を厚くするとともに、

新たな活動の開発や担い手の育成に積極的に取り組んでいきます。 

職員一人ひとりがスキルアップ、スケールアップ、センスアップの「３Ｓ」を目標に掲げ資質向上を図ると

ともに、各職種が連携・協働し、プラザ全体で事業を推進して参ります。 

 

 

 

 

 

スローガン： 風通しの良い職場で地域に笑顔を！ 

スローガン： 「まちぐるみ」の福祉保健活動を応援します！ 

スローガン： いつも ず～つと みんな ぽかぽか 

                      ～ちょっと寄りたくなるプラザ～ 

スローガン： さればプラザの数多かれど この篠原に優るあらめや ♪ 
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19 横浜市東永谷地域ケアプラザ 

 

 
地域には子どもから大人まで、障害があってもなくても、様々な個性を持っている皆さまが暮らしていま

す。私たちは「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」という活動理念のもと、

住民同士のつながりをはじめ、幅広い活動主体との連携を踏まえた事業を行うほか、保有する社会資源を積

極的に活用することにより課題解決に取り組みます。 

重点取組項目は身近な地域の支えあいの推進として「住民支え合いマップ等を通じた見守り・支え合いの

取組の推進」「身近な相談場所の確立」「ボランティア活動を通した多世代の交流と参加の促進」「認知症・

障害理解の促進と啓発」です。 

 
 

20 横浜市麦田地域ケアプラザ 

 

 

『誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす』という本会の活動理念に基づき、

第３期中区地域福祉保健計画に沿って、「わが事・丸ごと地域共生社会」の実現を目指します。 

これまで地域で活躍してきた団体・ボランティアに限らず、誰もが、できるときに、できることを行い、

住民同士が助けあうことで一人ひとりの困りごとが解決できる地区を目指し、職員間で密に連携を図り地域

づくりに取り組みます。 

 
 

21 横浜市二ツ橋第二地域ケアプラザ 

 

 
法人の活動理念である「誰もが安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」を基に、住

民一人ひとりが自分らしく生活できるための「あったらいいな」の実現に取り組みます。 
また、ボランティアや支援が必要な方等の地域住民一人ひとりの声をつなぎ、地域全体の声として受け止

め、地域に支えあいの輪ができるだけ多くできるように支援を進めます。 

そのため、所内の全部門間のつながりをさらに強化し、関係機関・団体との連携をとり、地域住民が「あ

ったらいいな」を目指す活動に主体的に取り組めるよう支援します。 
 
 

スローガン：「新たな担い手づくり ～自分のできることで支えあい～ 」 

スローガン： ひとつひとつの声をつないでみんなで取り組む地域づくり 

スローガン： 「未来につながる 地域がつながる 人がつながる」 ～笑顔が人をつなぐ～ 


